
（平成２４年５月９日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認東京地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 33 件

国民年金関係 13 件

厚生年金関係 20 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 39 件

国民年金関係 20 件

厚生年金関係 19 件



                      

  

東京国民年金 事案13125 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 50年１月から同年 12月までの国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年３月から50年12月まで 

 私の父は、私が 20 歳の時に私の国民年金の加入手続をしてくれて、申立期間

の国民年金保険料は母が納付してくれていたはずである。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 50年１月から同年 12月までの期間については、申立人は、

申立期間後の国民年金保険料を全て納付しており、申立人の国民年金手帳の記号番

号は 52 年４月に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿で確認でき、

当該払出時点では当該期間の保険料を過年度納付することが可能であったほか、申

立期間の保険料を納付していたとする申立人の母親は、未納保険料を遡ってまとめ

て納付したと説明しているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 46年３月から 49年 12月までの期間につ

いては、申立人の母親が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納

付に関与しておらず、加入手続及び申立期間の保険料の納付を行っていたとする

母親は、20 歳になったら国民年金に加入するのが義務なので加入し、保険料を納

付してきたと説明しているが、申立人の手帳記号番号は上記のとおり 52年４月に

払い出され、申立人が居住している区の国民年金氏名索引簿には、申立人が同年

４月 28日に加入手続を行った旨が記載されており、加入手続の時期に関する記憶

が明確でないほか、上記手帳記号番号払出時点では当該期間は時効により保険料

を納付することができないなど、申立人の母親が当該期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和

50 年１月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案13127 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年 12 月から 52 年９月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年12月から52年９月まで 

私は、昭和 50 年に転居した市で、夫の同意を得て国民年金に任意加入し、国

民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当初の昭和 50 年 12 月 16 日に国民年金に任意加入しており、

申立期間の国民年金保険料を現年度納付することが可能であったほか、申立期間を

除き国民年金加入期間の保険料をおおむね納付している。 

また、申立人は昭和 50 年に転居した市で国民年金に任意加入し、保険料を納付

していたと説明しており、申立人は当該市で国民年金に任意加入し、保険料を納付

した際に受領したと思われる当該市の「昭和 50 年度国民年金保険料納入通知書兼

領収書」の表紙を所持しているほか、申立人は 50年 12月に国民年金手帳の記号番

号が払い出された後、申立期間中の 51 年３月に異動した住所が、異動先の市が作

成した国民年金被保険者名簿に記載されていることが確認できることから、申立人

は住所変更手続を適切に行っているものと考えられるなど、申立内容に不自然さは

見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案13128 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 58年１月から 59年３月までの国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和58年１月から59年３月まで 

② 昭和60年１月から同年３月まで 

 私は、申立期間当時は、勤務先の店があった建物内にある金融機関で国民年金

保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は国民年金に任意加入した昭和 51年 12月以降、

申立期間を除き国民年金保険料を納付し、申立期間①前後の期間の保険料を納付し

ているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間②については、申立人は当該期間の保険料を納付したも

のの、納付時点では当該期間の保険料は本来時効により納付することができなかっ

たにもかかわらず誤って収納されたため、当該納付済保険料の一部が当時、未納期

間となっていた昭和 60 年４月及び同年５月の保険料として充当され、その残額が

還付されていることがオンライン記録で確認できる。 

また、申立人は申立期間②の保険料の納付頻度及び納付額に関する記憶が明確で

ない上、当該期間の保険料を時効期間経過前に納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無いなど、申立人が上記の過誤納のほかに当該期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和

58年１月から59年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案13129 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年２月の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和49年３月から50年４月まで 

② 昭和52年２月 

          ③ 昭和57年４月 

          ④ 昭和60年５月 

私の父は、私の国民年金の加入手続を行い、私が就職した昭和 50 年４月まで

の期間の国民年金保険料を納付してくれていた。また、私は 52 年１月末に厚生

年金保険適用事業所を退職した後は、自身で国民年金の加入手続を行い、同年２

月以降の保険料を全て納付してきた。申立期間①、②及び④が国民年金に未加入

で保険料が未納とされ、申立期間③の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、１か月と短期間であり、申立人は当該期間直前の昭和

52 年１月末に厚生年金保険適用事業所を退職後、国民年金の加入手続を行った

と説明しているところ、申立人は同年２月１日付けで厚生年金保険被保険者資格

を喪失していることがオンライン記録で確認できる。このことから、申立人は同

年同月に国民年金の強制加入被保険者資格を取得することとなるが、申立人が所

持する年金手帳及びオンライン記録では、申立人の資格取得日を同年３月７日、

被保険者の種別を任意加入被保険者と誤って処理され、この結果、当該期間は国

民年金の未加入期間とされていることが確認できる。 

また、申立人は申立期間②の国民年金保険料は自身で納付したと説明している

ところ、当該期間直後の昭和 52年３月の保険料は、同年６月 28日の重複納付を

理由に同年７月 27 日に還付決議されていることが還付整理簿で確認でき、この

重複納付された保険料は当該期間が強制加入被保険者期間である場合には当該期



                      

  

間に充当されるものであるが、当該期間が上記のとおり国民年金の未加入期間と

されたため、当該保険料が還付されたものであることから、申立人は当該期間の

保険料を納付したものと認められる。 

２ 申立期間①については、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与

しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立

人の父親から保険料の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が

不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 52 年３月頃の時

点では、申立期間①の過半は時効により保険料を納付することができない期間で

あり、申立人は当該期間当時に年金手帳を見た記憶は無いと説明しており、申立

人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

いなど、申立人の父親が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

申立期間③については、申立人は３か月ごとに口座振替で保険料を納付してい

たことが当時居住していた区の年度別納付状況リストで確認できるほか、申立人

は１か月分の保険料を納付した記憶は無いと説明している。 

申立期間④については、申立人が当該期間直前まで勤務していた厚生年金保険

適用事業所が昭和 60年５月 31日付けで適用事業所でなくなっており、当該期間

は厚生年金保険の加入期間ではない一方、申立人が国民年金に再加入したのは同

年６月１日であることがオンライン記録で確認でき、当該期間は国民年金の未加

入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間である。 

このほか、申立人は申立期間③及び④の保険料の納付時期、納付場所及び納付

額に関する記憶が明確でなく、当時の状況が不明であり、申立人及びその父親が、

申立期間①、③及び④の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和

52年２月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案13130 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年 10 月から 57 年６月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年10月から57年６月まで 

 私は、結婚後、国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料を一

緒に納付していた。夫の保険料は納付済みなのに、私の申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は９か月と短期間であり、申立人は申立期間を除き国民年金加入期間の

国民年金保険料を全て納付している。 

 また、申立人が保険料を一緒に納付していたとする申立人の夫は、申立期間の保

険料を納付しているほか、申立人及びその夫の国民年金手帳の記号番号は昭和 49

年９月に連番で払い出されており、申立期間前の同年８月から 55 年３月までの期

間について、申立人及びその夫の保険料はいずれも同一日に現年度納付されている

ことが申立人及びその夫が所持する領収証書及び申立人が当時居住していた市の国

民年金保険料納付記録で確認できるなど、申立内容に不自然さは無く、申立期間当

時に納付を行うことが困難な状況にあったと確認される事情も見当たらない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 

  

  



                      

  

東京国民年金 事案13131 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年７月から 55 年３月までの期間及び 57 年３月の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和54年７月から55年３月まで 

           ② 昭和57年３月 

  私の母は、時期は定かでないが、私の申立期間①の国民年金保険料をまとめて

納付してくれた。その時に、母から、これからは保険料の納付を忘れないように

と注意を受けたことをはっきりと記憶している。申立期間②の保険料は自身で納

付していたと思う。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は９か月及び１か月とそれぞれ短期間であり、申立人の国民年金手帳の

記号番号は昭和 54年 12月に払い出されており、申立期間の国民年金保険料は現年

度納付することが可能であったほか、申立人は、申立期間を除き保険料を全て納付

している。 

また、申立期間①の保険料を納付してくれたとする母親は、昭和 39 年１月以降、

申請免除期間を除き保険料を全て納付しているなど、申立内容に不自然さは見られ

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案13132 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43年２月及び同年３月並びに 45年 10月から 46年３月までの期間

の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和43年２月及び同年３月 

           ② 昭和45年10月から46年３月まで 

  私は、昭和 43 年４月に結婚した後、国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分

の国民年金保険料を未納のないように納付していた。申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は２か月及び６か月とそれぞれ短期間であり、申立人は申立期間を除き

国民年金保険料を全て納付している。 

   また、申立期間①については、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 43 年７

月頃に払い出されており、当該払出時点で当該期間の保険料を過年度納付すること

が可能であり、申立人が一緒に保険料を納付していたとする申立人の元夫は、通常

過年度保険料の納付に使用される国庫金の納付書で当該期間直後の昭和 43 年度の

保険料を現年度納付していることが元夫の特殊台帳で確認でき、一方、申立人の国

民年金手帳の当該年度の印紙検認記録欄に検認印は無いが、オンライン記録では当

該年度の保険料が納付済みとなっていることから、申立人も元夫と同様に当該年度

の保険料を国庫金の納付書で納付していたものと推認できるほか、上記手帳の最初

の国民年金被保険者資格取得月は厚生年金保険被保険者資格喪失月と同月であるこ

とから、申立人は当該期間が国民年金の被保険者期間であることを認識し、当該期

間の保険料を納付したと考えるのが自然であり、申立期間②については、元夫の当

該期間前後の期間の保険料は現年度納付されていることが上記特殊台帳で確認でき、

元夫は当該期間の自身の保険料が当委員会のあっせんにより、未納から納付済みに

記録訂正されているなど、申立内容に不自然さは見られない。 



                      

  

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案13141 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 10年５月から同年 12月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年５月から同年12月まで 

私は、平成 10 年３月に厚生年金保険適用事業所を退職し、厚生年金保険から

国民年金への切替手続を行い、最初の２か月は国民年金保険料を納付した。その

後は保険料を納付していなかったが、アルバイトで働いていた会社の正社員とな

った頃に、それまで納付していなかった申立期間の保険料を遡って１回で納付し

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間を除き国民年金保険料を全て納付しており、申立期間直前の平

成 10 年３月及び同年４月の保険料は現年度納付されていることがオンライン記録

で確認できる。 

また、申立人は「再就職した会社には平成 10年 11月からアルバイトとして働き、

半年ぐらいたってから正社員になったと記憶しており、その正社員になった頃に申

立期間の保険料を遡って納付した。」と説明しており、申立人の申立期間直後の厚

生年金保険の資格取得記録は 11 年７月６日の手続処理で同年１月に遡って処理さ

れ、同年７月８日には国民年金の資格が自動喪失により資格喪失されていることが

オンライン記録で確認でき、この同年同月時点では申立期間の保険料は過年度納付

することが可能であり、申立人が一括して保険料を納付するために金融機関から引

き出して納付したと説明する金額は、申立期間の保険料額とおおむね一致している

など、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案13142 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 11年２月から同年５月までの期間及び同年 12月の国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成11年２月から同年５月まで 

           ② 平成11年12月 

私の母は、私が厚生年金保険適用事業所を退職するたびに厚生年金保険から国

民年金への切替手続を行い、国民年金保険料は郵便局や金融機関で納付してくれ

ていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、当該期間は４か月と短期間で、当該期間前後の期間の国

民年金保険料は納付済みであり、当該期間のうち平成11年２月及び同年３月の保険

料は、当該期間直前の10年12月及び11年１月の保険料を現年度納付した同年２月９

日時点で現年度納付することが可能であった。 

また、申立期間①のうち、平成11年４月及び同年５月は、申立人は同年１月に実

家のある市を転出した後、同年４月に転出した市から実家のある市に再転入してい

ることが戸籍の附票で確認でき、申立人の基礎年金番号の住所変更履歴でも当該住

所変更処理を同年５月26日に行っていることがオンライン記録で確認でき、当該市

では、国民年金の転入処理が終わり次第、被保険者に納付書を送付していたと説明

していることから、申立人に対して当該期間を含む現年度納付書が送付されていた

ものと考えられるほか、当該期間前の10年11月の保険料は11年12月に過年度納付さ

れていることから、この納付時点でも当該期間の保険料は現年度納付することが可

能であったなど、申立内容に不自然さは見られない。 

申立期間②については、当該期間直前の平成11年11月の保険料は14年１月４日に

過年度納付されていることがオンライン記録で確認でき、この納付時点では、当該

期間の保険料は過年度納付することが可能であったなど、申立内容に不自然さは見



                      

  

られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案13143 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年７月から同年９月までの国民年金保険料

については、付加保険料を含めて納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和59年７月から同年９月まで 

② 昭和59年10月から同年12月まで 

私は、昭和 47 年５月に国民年金に任意加入し、将来の年金受給額を増やそう

と考え 53 年４月に付加保険料の申出を行った。国民年金保険料は、区役所から

送付された納付書で定額保険料と付加保険料を併せて金融機関で納付してきた。

申立期間①の付加保険料含めた保険料が未納とされ、申立期間②の付加保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、当該期間は３か月と短期間であり、申立人は、当該期間

を除き国民年金加入期間の定額保険料を全て納付しており、付加保険料の納付の申

出を行った昭和53年４月から当該期間直前の59年６月までの期間の付加保険料を全

て納付しているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間②については、申立人が当該期間の付加保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間の国民年金

の定額保険料は、過年度納付されていたことを示す記号がオンライン記録で確認で

き、付加保険料は、制度上、過年度納付することができないなど、申立人が当該期

間の付加保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和59

年７月から同年９月までの国民年金保険料を付加保険料を含めて納付していたもの

と認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案13147 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年 12 月、６年４月及び同年５月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年12月 

② 平成６年４月及び同年５月 

  私は、国民年金保険料の納付書に記載されていた納付期限に留意しながら、郵

便局で保険料を毎月納付していた。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は１か月及び２か月とそれぞれ短期間であり、申立人は申立期間を除き

国民年金加入期間の国民年金保険料を全て納付している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成６年４月頃に払い出され、当該払

出時点では、申立期間の保険料は現年度納付及び過年度納付することが可能であり、

申立期間前後の期間の保険料は過年度納付されていることがオンライン記録で確認

できるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

  その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案13148 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年４月から44年３月まで 

私は、同居していた義母に勧められて昭和 39 年頃に国民年金に加入し、加入

後は主に義母が義母自身と私の国民年金保険料を納付していた。義母が記帳して

いた家計簿の 47年３月欄に昭和 43年度分の保険料の記載があり、義母が私の同

年度分の保険料を納付してくれたのだと思う。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12 か月と短期間であり、申立人は昭和 40 年４月以降申立期を除き

60歳に到達するまでの国民年金保険料を全て納付している。 

また、申立期間のうち、９か月間については、義母が記帳していた家計簿が申立

人から提出され、その家計簿には昭和 47 年３月 21 日に「国民年金 43 年度分」と

して「4,050」円を納付したことが記載されており、納付した 47年３月は、第１回

特例納付の実施期間中であり、当該期間の保険料を特例納付で納付することが可能

であり、家計簿の記載額 4,050 円は第１回特例納付で納付した場合の納付額（450

円×９か月）と一致しているほか、申立期間のうち、上記９か月間を除く３か月

間については、申立人は申立期間の保険料を義母が納付していたと説明しており、

申立人の保険料を納付していたとする義母は、国民年金制度発足当初から 60 歳に

到達するまでの保険料を全て納付しているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案13151 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年４月から同年６月まで 

  私は、平成２年４月に厚生年金保険適用事業所を退職して独立した際、国民年

金の加入手続を行い、妻が夫婦二人分の国民年金保険料を金融機関で毎月納付し

てくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間であり、申立期間前後の期間の国民年金保険料は納付

済みであるほか、申立人は申立期間を除き保険料を全て納付している。 

また、申立期間直前の平成４年11月から５年３月までの期間の保険料は同年５月

28日に過年度納付、申立期間直後の同年７月の保険料は夫婦共に同年８月に現年度

納付されていることがそれぞれオンライン記録で確認でき、いずれの納付時点でも

申立期間の保険料は現年度納付することが可能であったほか、夫婦二人分の保険料

を納付していたとする申立人の妻は、申立期間の自身の保険料が納付済みであるな

ど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 



  

東京厚生年金 事案23141 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成６年 11 月 30 日から同年 12 月１日までの期間について、申立

人のＡ社における資格喪失日は、同年 12 月１日であると認められることから、当該期

間の厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

また、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張す

る標準報酬月額であったと認められることから、申立期間に係る標準報酬月額の記録を

50万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年２月１日から６年12月１日まで 

  Ａ社における厚生年金保険の被保険者資格喪失日が相違しており、また、同社にお

ける申立期間の標準報酬月額が、実際の給与支給額に見合う標準報酬月額より低く

なっているので、記録を訂正してほしい。 

  

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（平成６

年 11 月 30 日。後に同年 12 月１日に訂正）の後の平成７年２月６日付けで、申立人の

被保険者資格喪失日が６年11月30日と記録されていることが確認できる。 

しかしながら、申立期間のうち、平成６年 11 月 30 日から同年 12 月１日までの期間

について、雇用保険の加入記録及びＡ社における元同僚の供述により、申立人は、当該

期間も同社に勤務していたことが認められる。 

また、申立人の申立期間のうち、平成５年２月から６年 10 月までの標準報酬月額は、

当初、50 万円と記録されていたところ、上記喪失処理日である７年２月６日付けで、

５年 10月及び６年 10月の定時決定の記録が取り消され、５年２月に遡及して８万円に

減額訂正されていることが確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は申立期間及び当該遡及処理日に

おいて、同社の取締役であったことが確認できる。 

しかしながら、申立人は、Ａ社では、自動車の運行管理や運転手をしており、給与・

社会保険事務には携わったことはないと回答しているところ、このことについて、同社



  

の複数の元従業員も同様の供述をしていることから、申立人は、上記資格喪失処理及び

標準報酬月額の遡及訂正処理に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、平成７年２月６日付けで行われた申立人に係る被保険

者資格喪失処理及び標準報酬月額の遡及訂正処理は、事実に即したものとは考え難く、

当該処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ社における被

保険者資格喪失日を６年 12 月１日とし、申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社

会保険事務所に当初届け出た50万円に訂正することが必要である。 



  

東京厚生年金 事案23142 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成６年 12月 31日から７年２月６日までの期間について、申立人

のＡ社（平成８年 11 月１日にＢ社に名称変更）における資格喪失日は、７年２月６日

であると認められることから、当該期間の厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、19万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年12月31日から13年９月17日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤

めていた期間はずっと給与から厚生年金保険料が控除されていたので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成６年 12月 31日から７年２月６日までの期間について、雇用保

険の加入記録及びＡ社における元同僚の供述により、申立人は、当該期間も同社に継続

して勤務していたことが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者資格

喪失日は、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（平成６年 12月 31日。後

に７年２月６日に訂正。以下「全喪日」という。）の後の平成７年２月６日付けで６年

12月31日と記録されていることが確認できる。 

また、Ａ社において、申立人と同様に、全喪日より後の平成７年２月６日付けで６年

12 月 31 日に被保険者資格を喪失している者は 26 名、標準報酬月額が遡及して減額訂

正された者は役員２名を含めて12名いることが確認できる。 

さらに、申立人は、Ａ社において、請求書のチェック、ドライバーの給与計算及び小

切手の発行等の業務に従事しており、社会保険関係の手続は事業主、その妻及び社会保

険労務士が行っていたと供述しているところ、同社の複数の元従業員も同様の供述をし

ている。 

これらを総合的に判断すると、平成７年２月６日付けで行われた申立人に係る被保険



  

者資格喪失処理は、事実に即したものとは考え難く、当該処理を行う合理的な理由は無

く、当該処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ社におけ

る資格喪失日は、当該資格喪失処理が行われた同年２月６日であると認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の平成６年 11 月のオンライン記

録から、19万円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、平成７年２月６日から 13年９月 17日までの期間について、

雇用保険の加入記録から、申立人が同年５月５日までＢ社に勤務していたことは確認で

きる。 

しかし、申立人から提出された雇用保険受給資格者証により、申立人はＢ社を離職後、

平成 13年５月 21日から雇用保険の基本手当を受給しており、当該期間のうち同年５月

６日以降の同社での勤務は確認できない。 

また、オンライン記録により、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった後、Ｂ

社が厚生年金保険の適用事業所となったのは平成12年 11月１日であり、７年２月６日

から 12 年 10 月 31 日までは、同社は厚生年金保険の適用事業所となっていないことが

確認できる。 

さらに、Ａ社の元労務担当者は、事業主から、社会保険事務所（当時）に保険料を支

払えなくなり国民年金に加入してほしいと話を受けたと回答しているところ、平成 12

年２月 22 日頃までＢ社に勤務していたと回答している元従業員は、当時は厚生年金保

険料が控除されていなかったと供述している。 

加えて、申立人から提出された平成 12 年分給与所得の源泉徴収票及び 14 年度市民

税・県民税課税証明書、申立人が 13年９月 17日から勤務したＣ社から提出された給与

支給表によると、12 年及び 13 年の社会保険料額は、同社に係るものを除くと、国民健

康保険料、介護保険料及び雇用保険料の合計額とおおむね一致しており、厚生年金保険

料の控除を確認することができない。 

また、Ｂ社に係る商業登記簿謄本により、同社は既に破産していることが確認でき、

事業主は所在不明のため、申立期間のうち、平成７年２月６日から 13年９月 17日まで

の期間に係る厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

なお、オンライン記録によると、申立人は、当該期間のうち、平成７年２月から同年

９月までについて、申立人は国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間のうち、平成７年２月６日から 13年９月 17日までの期

間に係る厚生年金保険料の控除について、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

東京厚生年金 事案23150 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 49年９月 30日から 50年１月 28日までの期間について、申立

人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、同年１月 28 日であると認め

られることから、当該期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、11 万 8,000 円とすることが妥当である。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 50年１月 28日から同年３月１日までの期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＢ社における資格取得日に係る記録を同年１月 28 日に訂正し、当該期間

の標準報酬月額を17万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年９月30日から50年３月１日まで 

  Ａ社は経営が悪化した昭和 49 年頃、経営陣が入れ替わりＢ社に社名を変更したが、

その間も継続して勤務し、毎月の給与から社会保険料も控除されていたので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 49年９月 30日から 50年１月 28日までの期間について、申

立人に係る雇用保険の記録によると、当該期間において、Ａ社に継続して勤務してい

たことが認められる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の

適用事業所ではなくなった昭和 49年 12月 26日の後の 50年１月 28日付けで、申立

人の同社における資格喪失日を遡って 49年９月 30日とする資格喪失届が受付されて

おり、申立人を含め84人について同様の処理が行われていることが確認できる。 

一方、Ａ社は、同社に係る商業登記簿謄本によると、昭和 49 年 12 月 23 日に社名

を変更しているが、資格喪失届の受付日である 50年１月 28日においても法人事業所

であり、５人以上が同社に継続して勤務していたことが確認できることから、当時の



  

厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

また、申立人は、Ａ社に係る商業登記簿謄本により、資格喪失届の受付日である昭

和 50年１月 28日において、同社の役員ではないことが確認でき、同社の元事業主及

び複数の従業員は、「申立人は営業部の社員で社会保険の事務には関与していなかっ

た。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立人について

昭和49年９月30日に資格を喪失する処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失に係る

処理は有効なものとは認められないことから、Ａ社における厚生年金保険被保険者資

格の喪失日を、上記資格喪失届の受付日である50年１月28日に訂正することが必要で

ある。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和49年８月の

社会保険事務所の記録から、11万8,000円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち、昭和 50年１月 28日から同年３月１日までの期間について、申立

人に係る雇用保険の記録、Ｂ社に係る商業登記簿謄本及びＡ社の取締役等の供述から

判断すると、申立人は同社から業務を引き継いだＢ社において勤務していたことが推

認できる上、同僚から提出のあった同年１月及び同年２月の給与支給明細表では、当

該期間に係る保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社における昭和 50 年３月

の資格取得時の社会保険事務所の記録から、17万円とすることが妥当である。 

なお、Ｂ社は、当該期間には、厚生年金保険の適用事業所になっていないものの、

５人以上の従業員が当該期間についてもＡ社から継続して勤務していた旨回答してい

ることから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと

判断される。 

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社は当該

期間において、厚生年金保険の適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届

出を行っていなかったと認められることから、事業主は、当該期間に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案23153 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標準報酬月額に係

る記録を、平成 14年４月から 16年８月までは 62万円、同年９月から 17年８月までは

38万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年４月１日から17年９月１日まで 

   Ａ社を設立し、代表取締役となったが、その後譲渡し、退職まで名目上会長であっ

た。譲渡してからは、経営に一切関知していなかった。申立期間の厚生年金保険の

標準報酬月額が、実際の報酬額より低くなっているため、申立期間の標準報酬月額

を正しい記録に訂正してほしい。 

 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額について、

当初、平成 14年４月から 16年８月までは 62万円、同年９月及び同年 10月は 38万円

と記録されていたところ、14 年 10 月、15 年９月及び 16 年９月の定時決定並びに同年

３月の随時改定の記録が取り消され、同年 11 月５日付けで、遡って９万 8,000 円に減

額訂正されている上、申立人と同様に標準報酬月額が同日付けで減額訂正された者が、

申立人のほかに16人確認できる。 

また、Ａ社に係る滞納処分票により、同社は平成 15 年度分から社会保険料の滞納が

あったことがうかがえる。 

一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本により、申立人は、平成 15 年 12 月 31 日に代表取

締役を退任し、上記訂正処理日には取締役であったことが確認できるが、申立人は、

「Ａ社を譲渡してからは、経営に一切関わっていなかった。」と述べており、同社の複

数の元従業員も、「申立人は、譲渡後は肩書だけの会長になり、経営に口を挟むことが

できない立場で、譲渡後の事業主が全ての権限を持っていた。」旨述べていることから、

申立人は、上記訂正処理日において取締役であったものの、社会保険の届出事務に権限

は無く、当該訂正処理に関与していなかったことがうかがえる。 



  

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、上記訂正処理を行う合理的

な理由は無く、標準報酬月額について有効な記録訂正があったとは認められないことか

ら、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の平成 14年４月から 17年８

月までの標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、14 年４月から 16

年８月までは 62 万円、同年９月から 17 年８月までは 38 万円に訂正することが必要で

ある。 



  

東京厚生年金 事案23154 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標準報酬月額に係

る記録を41万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年４月１日から16年９月１日まで 

夫が設立したＡ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額

が、報酬額に見合う標準報酬月額より低くなっている。平成 16年３月 31日まで経理

担当及び役員として勤務し、夫が同社を譲渡した同年４月１日から退職までは経理担

当及び役員から外れ、社会保険事務等に一切関知していなかった。申立期間の標準報

酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、当初、41 万

円と記録されていたところ、平成14年10月及び 15年９月の定時決定の記録が取り消され、

16年11月５日付けで、遡って９万8,000円に減額訂正されている上、申立人と同様に標準報

酬月額が同日付けで減額訂正された者が、申立人のほかに16人確認できる。 

また、Ａ社に係る滞納処分票により、同社は平成 15 年度分から社会保険料の滞納があった

ことがうかがえる。 

一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本により、申立人は、平成15年 12月31日に取締役を退任

したことが確認できるところ、同社の複数の元従業員は、「申立人は、夫がＡ社を譲渡する前

は経理担当者であったが、譲渡後は別の者が経理担当者になり、申立人は経営に関わっていな

かった。」旨述べていることから、申立人は、当該標準報酬月額の減額訂正処理に関与してい

なかったことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、上記訂正処理を行う合理的な理由

は無く、標準報酬月額について有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の

申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 41 万円に訂正する

ことが必要である。 



  

東京厚生年金 事案23155 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和 59年 11月６日で

あると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要で

ある。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和59年６月から同年９月までは 11万

8,000円、同年10月は16万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年６月10日から同年11月６日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人が、申立期間にＡ社に勤務していたことが確認でき

る。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿では、申立人の同社における資格喪失日は昭

和 59 年６月 10 日と記録されているが、当該喪失日より後の同年 10 月に定時決定（16

万円）が行われていることが確認できる。 

また、上記被保険者名簿によると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資

格喪失日は、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（昭和 59 年 10 月 31

日）より後の昭和 60年１月 21日付けで、59年３月 31日と記載され、さらに、60年２

月７日付けで59年６月10日に訂正されていることが確認できる。 

なお、上記被保険者名簿において、申立人と同様にＡ社が適用事業所でなくなった後

に資格喪失日が遡って訂正されている者は13人確認できる。 

さらに、Ａ社に係る商業登記簿謄本により、申立期間及び上記訂正処理日に同社は法

人であることが確認でき、また、上記被保険者名簿において遡って被保険者資格の喪失

処理及び喪失日の訂正処理が行われた者が５人以上確認できることから、同社は当時の

厚生年金保険法の適用事業所としての要件を満たしていたものと判断され、社会保険事

務所（当時）において当該適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見

当たらない。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人について、昭和 59



  

年６月 10 日に資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係

る記録は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ社における資格喪失日を雇

用保険の離職日の翌日である同年11月６日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る上記被保険者名簿の記録か

ら、昭和 59年６月から同年９月までは 11万 8,000円、同年 10月は 16万円とすること

が妥当である。 

 



  

東京厚生年金 事案23158 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は、昭和 52年２月 26日であると認められることか

ら、申立期間の厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要で

ある。 

また、申立期間の標準報酬月額については、30万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年12月26日から52年２月26日まで 

  Ａ社では代表取締役を務め、申立期間も継続して勤務していたのに、申立期間の厚

生年金保険の加入記録が無い。同社で勤務していた妻は昭和 52年２月 26日まで加入

記録があり、それより早く退社することはないので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の商業登記簿謄本により、申立人は、同社が設立された昭和 50年８月 28日から

52年２月17日まで代表取締役として勤務していたことが確認できる。 

一方、申立人は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった昭和 52年２月 26日

（以下「全喪日」という。）より前の同年２月 17 日に代表取締役を辞任しているとこ

ろ、同社に係る事業所別被保険者名簿により、同社の全喪日より後の同年３月 28 日に

申立人に係る資格喪失届が受け付けられており、資格喪失日が遡って 51 年 12 月 26 日

と記載されていることが確認できる。 

また、上記被保険者名簿によると、申立人と同日に資格喪失届の受付がされた従業員

について、申立人の妻を含む３人が確認できるところ、いずれの者も資格喪失日が、Ａ

社の全喪日と同日である昭和52年２月26日と記載されていることが確認できる。 

さらに、申立人が居住している地域を管轄する区役所の記録により、申立人は、昭和

52 年３月 24 日に国民健康保険の加入に係る届出をしており、同年２月 26 日から現在

も国民健康保険に加入していることが確認できるところ、当該届出を行ったとする申立

人の妻は、同年３月にＡ社からもらった書類を持参して上記区役所で国民健康保険の加

入手続を行ったと思う旨供述している。 



  

加えて、上記被保険者名簿により、申立人の妻がＡ社を昭和 52年２月 26日に資格喪

失していることが確認できるところ、同人についても同日に国民健康保険に加入した記

録があることから、夫婦同時に国民健康保険の加入手続をしており、申立人も申立人の

妻と同様に同社に勤務していたことが推認される。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、厚生年金保険の適

用事業所でなくなった後に、申立人の資格喪失日に係る処理を遡って行う合理的な理由

は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ

社における資格喪失日は、申立人が国民健康保険に加入した昭和 52年２月 26日である

と認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 51 年 11

月の社会保険事務所の記録から、30万円とすることが妥当である。 

 



  

東京厚生年金 事案23159 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間の標準報酬

月額に係る記録を18万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年５月14日から14年10月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際に給

与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。給与支給明細書

の写しを提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人から提出された平成 13 年６月分から 14 年 12 月分までの給与支給明細書によ

り、申立人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与支給明細書において確認できる

保険料控除額又は報酬月額から、18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社の親会社

であるＢ社は、当時の資料が無く不明としているが、上記給与支給明細書において確認

できる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月

額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、上記給与支給明細書において

確認できる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結

果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案23162 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められることから、

当該脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和42年11月１日から43年６月１日まで 

          ② 昭和43年８月１日から45年３月１日まで 

          ③ 昭和45年３月１日から46年３月１日まで 

ねんきん定期便が届き、年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金

の支給記録があることを初めて知ったので、年金事務所で調べてもらったら、「現金

で、Ａ社会保険事務所（当時）にて支払われた。」と言われた。 

しかし、私は、Ａ社会保険事務所がどこにあるかは知らなかったし、支給されたこ

とになっている日は新婚旅行中だったので、脱退手当金について手続をしたことや受

給した記憶が無いので、その支給記録を取り消してほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に対する脱退手当金は、オンライン記録では、申立期間①、②及び③を対象

期間として、昭和 46年４月 27日に支給決定されているところ、申立人が申立期間①及

び③に勤務したＢ社に係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、申立期間①及び③

のそれぞれについて、脱退手当金が支給決定されたことを示す「46.４.14 脱退」の同

じ押印があり、また、申立人が申立期間②に勤務したＣ事業所に係る事業所別被保険者

名簿の申立人の欄には、手書きの「脱」の表示がある。 

しかしながら、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿の申立人の欄の「46.４.14 脱退」

の押印については、申立期間①及び③に係る押印の上からそれぞれ「×」印が付されて

いる。そして、当該事業所別被保険者名簿の申立人の欄には、そのほかに「脱（退）」

の表示はない。 

このため、このように「脱退」の押印の上から「×」印のある事例を調査したとこ

ろ、申立人に係る脱退手当金の裁定庁であるＡ社会保険事務所が作成・保管していた事

業所別被保険者名簿においては、申立期間当時、「脱退」の押印に「×」印を付してい



 

るものが１件見られ、その他、Ｄ社会保険事務所（当時）が作成・保管していた事業所

別被保険者名簿においても同様の事例が２件見られたが、これらの事例は、いずれもオ

ンライン記録において、当該期間が被保険者期間として記録されているものの、脱退手

当金の支給記録がないため、支給決定が取り消された（脱退手当金請求者が指定された

金融機関等に脱退手当金の受取に行かず、取り消された場合を含む。）ものと考えられ、

このことから、申立人のＢ社に係る被保険者名簿の「脱退」の押印の「×」印について

も、脱退手当金の支給決定が取り消されたことを表すものであると考えられる。 

一方、本件に係る上記事業所別被保険者名簿における「脱退」の押印の上からの

「×」印等の処理記録について、日本年金機構Ｅ事務センターは、「一旦は、申立期間

①及び③のＢ社に係る被保険者期間のみで脱退手当金の支給をスタンプ日付（昭和 46

年４月 14 日）で決定したが、支給する前に申立期間②のＣ事業所に係る被保険者期間

があることが判明し、当該期間も支給対象とすべきであることに気付いたことから、当

該Ｂ社の被保険者期間に係る支給決定を取り消し、同社に係る被保険者名簿の『脱退』

の押印に『×』印を付した上で、改めてこれら申立期間①、②及び③の３つの被保険者

期間を合わせて、オンライン記録どおりの支給決定を行ったと考えられる。」と説明し

ており、また、このように支給決定をやり直したにもかかわらず、Ｂ社に係る被保険者

名簿において、改めて「脱（退）」表示が行われていないことについては、「当時の脱

退手当金の支給決定事務においては、被保険者名簿への『脱（退）』の表示が必ずしも

義務付けられていたものではなかったことから、改めて『脱（退）』表示がなされてい

なくとも不自然ではない。」と説明している。 

しかしながら、申立期間当時、脱退手当金を受給するためには、厚生年金保険法上、

24 か月以上の厚生年金保険被保険者期間が必要であったところ、申立人のＢ社におけ

る被保険者期間は、申立期間①と③を合わせても 19 か月しかなく、当該期間のみでは

脱退手当金の受給要件を満たさなかった上、当時一般に、社会保険事務所（当時）が脱

退手当金の支給決定を行う場合、当該決定の決裁の過程において、所長以下６名ないし

８名の担当職員がチェックを行うこととされており、Ａ社会保険事務所において、担当

職員全員が、申立人の場合に、被保険者期間がＢ社における 19 か月しかないにもかか

わらず、これに気付かず支給決定を行ったとは考えられない。 

また、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿における「脱退」の押印日は、昭和 46 年４

月 14 日と記録されている一方で、オンライン記録における申立人に対する申立期間①、

②及び③に係る脱退手当金の支給決定日は、そのわずか約２週間後の同年４月 27 日と

記録されており、しかもＣ事業所に係る事業所別被保険者名簿には、「脱」の表示があ

ることから、仮に、Ｂ社における被保険者期間に係る脱退手当金の支給決定を取り消し、

再度Ｃ事業所における被保険者期間を含めて、改めて約２週間後に支給決定したのであ

れば、Ｂ社に係る被保険者名簿に新しい「脱（退）」の表示がないのは不自然である。 

なお、Ｃ事業所に係る被保険者名簿の申立人の欄の「脱」の表示については、

「×」印がなく、「脱」の表示が残ったままであるが、Ｃ事業所における申立人の被保

険者期間である申立期間②は 19 か月しかなく、当該期間のみでは脱退手当金の支給要

 



  

件を満たさなかった上、オンライン記録には当該期間単独での支給記録もなく、また、

上記のとおり、申立期間①、②及び③のうち、申立期間①及び③のＢ社に係る「脱退」

の表示には、両期間共に「×」印が付されていることから、当該Ｃ事業所に係る「脱」

の表示については、当時の社会保険事務所の担当者が「×」印を付すのを失念したと考

えるのが自然である。 

したがって、日本年金機構Ｅ事務センターの上記説明には論理的矛盾等があり、申

立人に対する申立期間①、②及び③に係る脱退手当金の支給決定は、取り消されたもの

と考えるのが自然である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間①、

②及び③に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



  

東京厚生年金 事案23163 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成 15年７月を 34万円、

同年８月を32万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が、申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年７月１日から同年９月１日まで 

平成 15 年７月及び同年８月の給与明細書では、23,086 円の厚生年金保険料が控除

されているが、ねんきん定期便で送られてきた厚生年金保険料の月別状況には

17,654 円と書いてある。事業所に確認しても明確な回答が得られず、いまだに解決

していないため調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の標準報酬月額は、オンライン記録において、平成 15 年７月及び同年８月共

に 26 万円とされているところ、申立人から提出のあった給与明細書から、両月とも標

準報酬月額34万円に相当する厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事

業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合

う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細書において確認でき

る保険料控除額又は報酬月額から、平成 15 年７月は 34 万円、同年８月は 32 万円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、控除額に見合う保険料を納付したはずであるとし、Ａ法人の当時の

預金通帳における社会保険料の振替記録の写しを提出しているが、当該資料は、事業主



  

が申立人の申立期間に係る社会保険料を社会保険事務所（当時）に納付した事実を証明

するものではなく、このほかに、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、給与

明細書で確認できる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額に係る届出を社会

保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

 



  

東京厚生年金 事案23168 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を平成７年３月１日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を34万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年２月28日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

昭和 62 年４月から継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料が給与から控除

されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険被保険者記録、Ａ社における申立人の給与所得の源泉徴収票に

記載された退職日及び元事業主の供述から、申立人は、同社に平成７年２月 28 日まで

継続して勤務していたことが確認できる。 

また、上記元事業主は、社会保険料は当月控除であった旨供述しているところ、Ａ社

に平成７年２月 28 日まで勤務していた複数の元従業員が所持する同年２月分の給与明

細書によると、厚生年金保険料を控除されていたことが確認できることから、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められ

る。 

一方、Ａ社は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所となっていないが、同社に

係る商業登記簿謄本によると、同社は、申立期間において、解散・閉鎖されておらず、

法人格を有していたことが確認できることから、厚生年金保険法に定める適用事業所の

要件を満たしていたものと判断できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年１月のオ

ンライン記録から、34万円とすることが妥当である。 



  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は、申立期間当時、適用事業所の要件を満たしながら、社会保険事務所（当時）に適用

の届出を行っていなかったと認められることから、社会保険事務所は、申立人に係る平

成７年２月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



  

東京厚生年金 事案23169 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を平成７年３月１日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を38万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年２月28日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

平成元年 10 月から継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料が給与から控除

されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険被保険者記録及びＡ社の元事業主の供述から、申立人は、同社

に平成７年２月28日まで継続して勤務していたことが確認できる。 

また、上記元事業主は、社会保険料は当月控除であった旨供述しているところ、Ａ社

に平成７年２月 28 日まで勤務していた複数の元従業員が所持する同年２月分の給与明

細書によると、厚生年金保険料を控除されていたことが確認できることから、申立人は

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められ

る。 

一方、Ａ社は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所となっていないが、同社に

係る商業登記簿謄本によると、同社は、申立期間において、解散・閉鎖されておらず、

法人格を有していたことが確認できることから、厚生年金保険法に定める適用事業所の

要件を満たしていたものと判断できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年１月のオ

ンライン記録から、38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

、



  

は、申立期間当時、適用事業所の要件を満たしながら、社会保険事務所（当時）に適用

の届出を行っていなかったと認められることから、社会保険事務所は、申立人に係る平

成７年２月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



  

東京厚生年金 事案23170 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を平成７年３月１日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を18万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年２月28日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

平成６年４月から継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料が給与から控除さ

れていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険被保険者記録及びＡ社の元事業主の供述から、申立人は、同社

に平成７年２月28日まで継続して勤務していたことが確認できる。 

また、上記元事業主は、社会保険料は当月控除であった旨供述しているところ、Ａ社

に平成７年２月 28 日まで勤務していた複数の元従業員が所持する同年２月分の給与明

細書によると、厚生年金保険料を控除されていたことが確認できることから、申立人は

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められ

る。 

一方、Ａ社は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所となっていないが、同社に

係る商業登記簿謄本によると、同社は、申立期間において、解散・閉鎖されておらず、

法人格を有していたことが確認できることから、厚生年金保険法に定める適用事業所の

要件を満たしていたものと判断できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年１月のオ

ンライン記録から、18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

、



  

は、申立期間当時、適用事業所の要件を満たしながら、社会保険事務所（当時）に適用

の届出を行っていなかったと認められることから、社会保険事務所は、申立人に係る平

成７年２月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

    

 



  

東京厚生年金 事案23171 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け

出た標準報酬月額であったことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る

記録を、平成５年１月から６年 10月までは 53万円、同年 11月から７年１月までは 56

万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を平成

７年３月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を56万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年１月１日から７年２月28日まで 

           ② 平成７年２月28日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の標準報酬月額が実際に給

与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同社では、取締

役生産管理部長であり、厚生年金保険関係事務には関与していなかったので、申立期

間①について標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。また、同社には平成７年

２月 28 日まで継続して勤務していたのに申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無

いので、申立期間②について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の標準報酬月額は、オンライン記録によると、Ａ社が厚

生年金保険の適用事業所ではなくなった平成７年２月 28 日（現在は、平成７年３月１

日に訂正されている。）より後の同年３月７日付けで、５年１月から６年 10 月までは

53 万円が８万円に、同年 11 月から７年１月までは 56 万円が８万円に、それぞれ遡っ

て訂正処理されていることが確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は、昭和 60年６月 30日付けで同

社の取締役に重任され、上記遡及訂正処理日（平成７年３月７日）において、引き続き、

取締役であることが確認できるが、複数の元従業員は、「申立人は、取締役生産管理部

長であり、厚生年金保険関係の事務手続には関与していなかった。」旨供述しているこ



  

とから、申立人が当該遡及訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該遡及訂正処理を行う合

理的な理由は無く、申立期間①において、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があった

とは認められず、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、平成５年１月から６年 10 月までは 53 万円、同年 11 月から７年１月ま

では56万円に訂正することが必要である。 

申立期間②について、Ａ社の元事業主及び複数の元従業員の供述から、申立人は、同

社に平成７年２月28日まで継続して勤務していたことが確認できる。 

また、上記元事業主は、社会保険料は当月控除であった旨供述しているところ、Ａ社

に平成７年２月 28 日まで勤務していた複数の元従業員が所持する同年２月分の給与明

細書によると、厚生年金保険料を控除されていたことが確認できることから、申立人は、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められ

る。 

一方、Ａ社は、申立期間②当時、厚生年金保険の適用事業所となっていないが、同社

に係る商業登記簿謄本によると、同社は、申立期間②において、解散・閉鎖されておら

ず、法人格を有していたことが確認できることから、厚生年金保険法に定める適用事業

所の要件を満たしていたものと判断できる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人に係る上記訂正後の平成７年１

月の標準報酬月額から、56万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は、申立期間②当時、適用事業所の要件を満たしながら、社会保険事務所に適用の届出

を行っていなかったと認められることから、社会保険事務所は、申立人に係る平成７年

２月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行っ

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



  

東京厚生年金 事案23172 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を平成７年３月１日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を32万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年２月28日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

平成６年 12 月から継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料が給与から控除

されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険被保険者記録及びＡ社の元事業主の供述から、申立人は、同社

に平成７年２月28日まで継続して勤務していたことが確認できる。 

また、上記元事業主は、社会保険料は当月控除であった旨供述しているところ、Ａ社

に平成７年２月 28 日まで勤務していた複数の元従業員が所持する同年２月分の給与明

細書によると、厚生年金保険料を控除されていたことが確認できることから、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められ

る。 

一方、Ａ社は、申立期間当時、厚生年金保険の適用事業所となっていないが、同社に

係る商業登記簿謄本によると、同社は、申立期間において、解散・閉鎖されておらず、

法人格を有していたことが確認できることから、厚生年金保険法に定める適用事業所の

要件を満たしていたものと判断できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年１月のオ

ンライン記録から、32万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社



  

は、申立期間当時、適用事業所の要件を満たしながら、社会保険事務所（当時）に適用

の届出を行っていなかったと認められることから、社会保険事務所は、申立人に係る平

成７年２月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

    

 



  

東京厚生年金 事案23175 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額を、平成３年２月から同年９月までは 34 万円、同年 10 月から４年９月までは 36

万円、同年10月から６年６月までは38万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年２月１日から６年７月30日まで 

 Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際の報酬額に見合う

標準報酬月額と相違しているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における標準報酬月額について、当初、平成

３年２月から同年９月までは 34万円、同年 10月から４年９月までは 36万円、同年 10

月から５年３月までは 38 万円と記録されていたところ、同年４月７日付けで、３年２

月に遡って９万 8,000円に減額訂正されており、また、当初、５年９月から６年６月ま

では 38 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった

同年７月 30 日より後の同年８月８日付けで、５年９月に遡って８万円に減額訂正され

ている上、申立人のほかにも複数の被保険者が同時期に標準報酬月額を減額訂正されて

いることが確認できる。 

一方、Ａ社が加入していたＢ厚生年金基金（平成４年９月 18 日付けで脱退）の記録

によると、申立人の平成３年２月から４年８月までの標準報酬月額は、当初のオンライ

ン記録と一致していることが確認できる。 

また、Ａ社の元事業主は、申立期間当時、同社は厚生年金保険料を滞納しており、社

会保険事務所から滞納保険料の処理について任せてくれと言われた旨の報告を従業員の

経理担当者から受けたと供述している。 

これらを総合的に判断すると、平成５年４月７日付け及び６年８月８日付けで行われ

た標準報酬月額の遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行

った当該遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められな



  

い。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の３年２月から６

年６月までの標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、３年２月から

同年９月までは 34万円、同年 10月から４年９月までは 36万円、同年 10月から６年６

月までは38万円に訂正することが必要である。 



  

東京厚生年金 事案23176 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額を、平成３年２月から同年６月までは 16万円、同年７月から同年９月までは 20万

円、同年 10月から４年９月までは 22万円、同年10月から５年８月までは 24万円、同

年９月から６年６月までは28万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年２月１日から６年７月30日まで 

 Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際の報酬額に見合う

標準報酬月額と相違しているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における標準報酬月額について、当初、平成

３年２月から同年６月までは 16 万円、同年７月から同年９月までは 20 万円、同年 10

月から４年９月までは 22 万円、同年 10 月から５年３月までは 24 万円と記録されてい

たところ、同年４月７日付けで、３年２月に遡って９万 8,000円に減額訂正されており、

また、当初、５年９月から６年６月までは 28 万円と記録されていたところ、同社が厚

生年金保険の適用事業所でなくなった同年７月 30 日より後の同年８月８日付けで、５

年９月に遡って８万円に減額訂正されている上、申立人のほかにも複数の被保険者が同

時期に標準報酬月額を減額訂正されていることが確認できる。 

一方、Ａ社が加入していたＢ厚生年金基金（平成４年９月 18 日付けで脱退）の記録

によると、申立人の平成３年２月から４年８月までの標準報酬月額は、当初のオンライ

ン記録と一致していることが確認できる。 

また、Ａ社の元事業主は、申立期間当時、同社は厚生年金保険料を滞納しており、社

会保険事務所から滞納保険料の処理について任せてくれと言われた旨の報告を従業員の

経理担当者から受けたと供述している。 

これらを総合的に判断すると、平成５年４月７日付け及び６年８月８日付けで行われ

た標準報酬月額の遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行



  

った当該遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められな

い。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の３年２月から６

年６月までの標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、３年２月から

同年６月までは 16 万円、同年７月から同年９月までは 20 万円、同年 10 月から４年９

月までは 22 万円、同年 10 月から５年８月までは 24 万円、同年９月から６年６月まで

は28万円に訂正することが必要である。 



  

東京厚生年金 事案23177 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録を

昭和 39 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年６月30日から同年７月１日まで 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社内で

の転勤はあったが、申立期間も同社に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された「年金記録該当者在職記録報告書」、申立人から

提出された「給料支払明細書」及びＡ社の複数の元従業員の供述から、申立人は、申立期間も

同社に継続して勤務し（昭和 39 年７月１日に同社（Ｃ市）から同社（Ｄ市）に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された「給料支払明細書」にお

いて確認できる保険料控除額から、２万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保険料を

納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 39 年７月１日と届

け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年６月 30 日と誤って記録するこ

とは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



  

東京厚生年金 事案23178 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額を、平成５年 10月から６年９月までは 32万円、同年 10月は 53万円、同年 11月

から７年３月までは 59 万円、同年４月から同年６月までは 50 万円、同年７月から 12

年９月までは59万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年10月１日から12年10月１日まで 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際の報

酬額に見合う標準報酬月額と相違しているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額につい

て、当初、平成５年 10 月から６年９月までは 32 万円、同年 10 月は 53 万円、同年 11

月から７年３月までは 59 万円、同年４月から同年６月までは 50 万円、同年７月から

10 年２月までは 59 万円と記録されていたところ、同年４月６日付けで、５年 10 月に

遡って９万 2,000円に減額訂正されており、また、当初、10年３月から 12年９月まで

は 59 万円と記録されていたところ、同年 10 月 18 日付けで、10 年３月に遡って９万

2,000 円に減額訂正されていることが確認できる上、申立人のほかにも複数の被保険者

が同時期に標準報酬月額を減額訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、申立人から提出された平成６年度、10 年度、11 年度及び 12 年度の

「市民税・県民税特別徴収税額の通知書」に記載されている社会保険料額は、上記減額

訂正される前の標準報酬月額から算出した健康保険料、厚生年金保険料及び雇用保険料

の合計額とおおむね一致しており、記載されている給与支払金額又は給与収入額に見合

う標準報酬月額は、当該減額訂正後の標準報酬月額に比べ高額であることが確認できる。

また、事業主は、申立期間当時、Ａ社は厚生年金保険料を滞納しており、社会保険事

務所に相談したところ、滞納保険料を処理するための書類を渡され、当該書類に代表者

印を押したと供述している。 

 



  

一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は、申立期間及び上記減額訂正処

理日において取締役であったことが確認できるが、事業主は、代表者印は自分が管理し

ており、申立人は社会保険事務手続には関与していなかったと供述しており、申立人も

社会保険事務手続には関与していなかったと供述していることから、申立人は、当該標

準報酬月額の減額訂正処理に関与していないと判断される。 

これらを総合的に判断すると、平成 10年４月６日付け及び 12年 10月 18日付けで行

われた標準報酬月額の遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所

が行った当該遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認めら

れないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、５年 10 月から６年９月までは 32 万円、同年 10 月は 53 万円、同年 11

月から７年３月までは 59 万円、同年４月から同年６月までは 50 万円、同年７月から

12年９月までは59万円に訂正することが必要である。 



  

東京厚生年金 事案23179 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成６年７月１日であ

ると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、22万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年12月31日から６年７月１日まで 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人は申立期間にＡ社に勤務していたことが認められ

る。 

一方、オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格

喪失日は、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成５年 12月 31日より後の

６年７月 22 日付けで、５年 12 月 31 日と記録されており、申立人のほかにも２名の元

従業員の資格喪失日が同様に処理されていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、上記とは別の２名の元従業員は、平成６年７月 22

日付けで、同年４月１日の資格取得に係る記録を取り消され、４名の元従業員は、当初、

同年６月１日であった資格喪失日を５年 12月 31日に訂正されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立期間に同社は閉鎖されておらず、

法人事業所であることが確認できることから、同社は、申立期間も厚生年金保険法の適

用事業所としての要件を満たしていたものと判断される。そのため、社会保険事務所

（当時）において、同社が平成５年 12月 31日に適用事業所でなくなったとする処理を

行う合理的な理由は無い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人のＡ社における資格

喪失日を平成５年 12月 31日とする処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記

録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、雇用保険の加入記



  

録における離職日の翌日である６年７月１日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成５年 11 月の

オンライン記録から、22万円とすることが妥当である。 

 



                      

  

東京国民年金 事案13126 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49年６月から 56年２月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和49年６月から56年２月まで 

私は、昭和 49 年６月に厚生年金保険適用事業所を退職した後に国民年金の任

意加入手続を行い、国民年金保険料を納付していた。申立期間が国民年金に未加

入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、申立人は、昭和49年６月に厚生年金保険適用事業所を退職後に国民年金の

加入手続を行ったとしているが、当該加入したとする時期は同年12月に長子を出産した時期
おぼ

の前か後かどうかは憶えていないと説明しており、加入手続の時期に関する記憶が明確でな

いほか、申立人は、申立期間のうち同年６月から53年10月まで居住していた２市の郵便局

で保険料を納付していたと説明しているが、当該２市では郵便局で保険料を納付することが

できなかったことを説明すると、ほかの金融機関で納付したのかもしれないとして主張を変

更するなど、保険料の納付場所に関する記憶も明確でない。 

  また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 56 年５月 22 日に払い出されており、申立

人が所持している年金手帳には申立期間直後の同年３月13日に任意加入被保険者として資格

取得していることが記載されていることから、申立期間は婚姻後の任意加入適用期間の未加

入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間であること、申立人は、申立

期間のうち53年11月から56年３月前までの期間は、納付書が届かなかったため、保険料を

納付していなかったと説明していることなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申立人

が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案13133 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年９月及び平成３年１月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和63年９月 

               ② 平成３年１月 

  私は、会社を退職するたびに区役所へ行き厚生年金保険から国民年金への切替

手続を行い、後日、区役所窓口で国民年金保険料を納付しているはずである。申

立期間①が国民年金に未加入で保険料が未納とされ、申立期間②の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

  

  

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料の納付額がそれぞれ１万 2,800円

と自身の日記帳に記載していたと説明しているものの、その金額は当該期間の保険

料額と大きく相違しているほか、申立期間①については、当該期間は国民年金の未

加入期間であり保険料を納付することができない期間であること、申立期間②につ

いては、平成５年６月に氏名変更及び第３号被保険者への種別変更の処理がされた

ときに、当該期間は国民年金被保険者期間として記録追加されたと考えられ、この

記録追加時点では当該期間は時効により保険料を納付することができない期間であ

ったことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

、



                      

  

東京国民年金 事案13134 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年４月から 54年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年４月から54年３月まで 

  私は、昭和 53 年３月末に退職し、同年４月に社会保険事務所（当時）で国民

年金の加入手続を行い、加入後は届いた納付書で国民年金保険料を納付していた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は昭和 53 年３月末に厚生年金保険適用事業所を退

職し、同年４月に社会保険事務所で国民年金の加入手続を行い、加入後は届いた納

付書で保険料を納付していたと説明しているが、申立期間当時は基本的に社会保険

事務所で加入手続を行うことはできなかったほか、申立人は、申立期間の保険料の

納付額及び納付頻度に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 60 年４月時点では、

申立期間は時効により保険料を納付することができない期間であり、申立人に別の

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申

立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13135 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年９月から 60年１月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年９月から60年１月まで 

  私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれて

いた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

(家計簿、確定申告書等)が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に

関与しておらず、加入手続及び保険料の納付を行ったとする母親から当時の納付状

況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の平成６年５月に払い出さ

れており、この払出時点では申立期間は時効により保険料を納付することができな

い期間であるほか、申立人は、上記手帳記号番号及び厚生年金保険の記号番号が記

載された年金手帳を１冊所持し、別の手帳を所持していた記憶は無いと説明してお

り、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情は見当たらないなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13136 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 47 年 10 月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月から47年10月まで 

 私の両親は、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれ

ていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の両親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付

に関与しておらず、保険料を納付していたとする両親から当時の納付状況等を聴取

することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 57年 10月に払い出されており、

当該払出時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間で

あるほか、申立人は申立期間当時に年金手帳を見たことがないと説明しており、申

立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

いなど、申立人の両親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13137 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年３月及び同年４月並びに同年７月から 58年３月までの期間の

国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和54年３月及び同年４月 

           ② 昭和54年７月から58年３月まで 

  私は、最初に勤務した会社を退職した昭和 54 年３月頃に市役所で国民年金の

加入手続を行い、国民年金保険料を全て納付していた。申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、

確定申告書等)が無く、申立人は申立期間の保険料の納付に関する具体的な記憶は

無いと説明している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 58 年４月に払い出されており、

この払出時点では申立期間①及び申立期間②のうち 55年 12月以前の期間は時効に

より保険料を納付することができない期間であり、その後の 56 年１月以降の期間

は過年度納付及び現年度納付することが可能であったが、申立人は保険料を遡って

納付した記憶は無いと説明している。 

さらに、申立人は、現在所持する厚生年金保険の記号番号及び上記手帳記号番号

が記載された年金手帳以外の手帳を所持した記憶は無いと説明しており、申立期間

当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見

当たらないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13138 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年４月から61年３月まで 

私は、姉と相談して国民年金に任意加入し、60 歳になるまで国民年金保険料
おぼ

を全て納付してきた。加入期間の途中で国民年金をやめた憶えは無い。申立期

間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が昭和 59 年４月を除く申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、申立人は保険料の納付額、納付頻度

及び納付場所に関する記憶が曖昧である。 

また、申立期間は国民年金の任意加入被保険者資格を喪失した後の未加入期間で

あるため、制度上、保険料を納付することができない期間であるほか、当該資格喪

失申出の入力処理が昭和 59年７月 25日に行われ、申立期間のうち同年４月の保険

料は同年９月 26 日の充当及び還付決議により、同年２月の保険料に充当され、残

額は還付されていることがオンライン記録で確認でき、上記の資格喪失申出の入力

処理が 59年度中に行われていることから申立期間のうち少なくとも 60年度の保険

料の納付書は発行されていなかったと考えられるなど、申立人が 59 年４月を除く

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13139 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43年９月から 48年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年９月から48年３月まで 

  私の母は、昭和 43年 10月頃に私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び申立期間の保

険料の納付に関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間の保

険料の納付をしていたとする母親から当時の納付状況等を聴取することができない

ため、当時の状況が不明である。 

  また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 48 年５月頃に払い出されており、

当該払出時点では申立期間の過半は時効により保険料を納付することができない期
おぼ

間であるほか、申立人は母親から国民年金手帳を受け取った憶えは無いと説明し

ており、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情は見当たらないなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案13140 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年１月から同年 12月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年１月から同年12月まで 

  私は、申立期間の国民年金保険料を昭和55年１月 16日に金融機関で納付し、

その領収証書も所持している。年金事務所の記録では同年１月５日に国民年金の

資格喪失手続を行ったことになっているが、私は 56 年１月からやめる手続をし
おぼ

たはずであり、申立期間当初に喪失手続をした憶えはない。申立期間が国民年

金に未加入で保険料が付加保険料を含めて未納とされていることに納得できない。

  

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間の国民年金の定額保険料及び付加保険料が昭和 55年１月 16日

に納付した領収証書を所持しているが、申立人は申立期間当初の同年１月５日に国

民年金の任意加入被保険者資格を喪失し、その後 61 年４月１日に第３号被保険者

資格を取得していることが申立人の所持する国民年金手帳で確認でき、申立期間は

国民年金の任意加入被保険者資格を喪失した後の未加入期間であり、制度上、保険

料を納付することができない期間である。 

また、申立人が納付した申立期間の定額保険料及び付加保険料については昭和

55 年５月 19 日に還付決議され、同年６月９日に支払手続が行われていること、及

び当該支払手続の翌日に上記領収証書に記載された納付額と同額の金額が申立人の

夫の口座に入金されていることが還付整理簿及び当該口座の入出金取引明細で確認

できることから、申立人は同年１月に被保険者資格喪失の申出を行ったと考えるの

が自然である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13144 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45年９月から 54年３月までの期間、同年７月から 55年 12月まで

の期間、56 年４月から同年９月までの期間、57 年１月から同年３月までの期間及

び同年７月から同年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和45年９月から54年３月まで 

           ② 昭和54年７月から55年12月まで 

           ③ 昭和56年４月から同年９月まで 

           ④ 昭和57年１月から同年３月まで 

           ⑤ 昭和57年７月から同年９月まで 

私は、婚姻後の昭和 45 年頃に義母に勧められて区役所で国民年金の加入手続

を行い、国民年金保険料は私又は夫が区役所出張所で夫婦二人分を一緒に納付し

ていた。夫の保険料が納付済みとなっている期間は私の保険料も納付済みである

はずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人及びその夫は夫婦二人分の保険料を一

緒に区役所出張所で納付していたとする保険料の納付時期、納付額及び納付頻度に

関する記憶が曖昧である。 

また、申立人が所持する国民年金手帳の記号番号が記載されている年金手帳の

「国民年金の記録（１）」欄の「被保険者の種別」欄には「１号」と印字されてい

ることから、当該手帳は昭和61年４月以降に使用された手帳であり、申立人の国民

年金手帳の記号番号は申立期間後に夫婦で保険料の免除申請を行った63年３月頃に

払い出されており、申立期間当時は夫婦二人分の保険料を一緒に納付することはで

きなかったほか、当該払出時点まで申立期間は国民年金の未加入期間であり、制度

上、保険料を納付することができない期間である。 



                      

  

さらに、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も見当たらないなど、申立人及びその夫が申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13145 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年 10 月から９年１月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年10月から９年１月まで 

   私は、厚生年金保険適用事業所を退職した平成８年 10 月頃に区役所で国民年

金への切替手続を行い、６か月分もしくは 12 か月分の国民年金保険料として 30

万円から 40 万円くらいを割引の適用を受けて一括で納付した。申立期間が国民

年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は保険料の納付期間に関する記憶が曖昧であるほか、

厚生年金保険から国民年金への切替手続後に６か月分又は 12 か月分の保険料とし

て 30 万円から 40 万円くらいを一括で納付したと説明しているが、平成８年 10 月

から９年３月までの６か月分の保険料を前納した場合の保険料額は７万 2,980円、

８年 10 月から９年９月までの 12 か月分の保険料を前納した場合の保険料額は 14

万6,930円となり、申立人が納付したとする保険料額と大きく相違している。 

また、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険の記号番号を基に平成９年１月に付

番されており、国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は確認できないため、

申立期間は国民年金の未加入期間であり、保険料を納付することができない期間で

あるほか、申立人が所持する昭和 55 年４月に就職した会社で交付された年金手帳

及び平成 12年１月 24日に再発行された年金手帳には、厚生年金保険の記号番号及

び基礎年金番号は記載されているものの、国民年金手帳の記号番号は記載されてお

らず、申立人はこの２冊の年金手帳以外に別の手帳を所持していた記憶は無いと説

明しており、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情も見当たらないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13146 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55年５月、同年６月、同年 11月から 57年３月までの期間、63年

３月及び平成２年１月の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和55年５月及び同年６月 

           ② 昭和55年11月から57年３月まで 

           ③ 昭和63年３月 

           ④ 平成２年１月 

私は、20 歳になる昭和 55 年の＊月に勤務した会社が厚生年金保険適用事業所

ではなかったため、市役所で国民年金の加入手続を行った。その後に厚生年金保

険に加入し、その資格を喪失する都度、国民年金の加入手続を行い、国民年金保

険料は金融機関、市役所及び区役所で納付していた。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は保険料の納付場所、納付額及び納付頻度に関する

記憶が曖昧である。 

申立期間①及び②については、申立人の国民年金手帳の記号番号は当該期間より

後の昭和 57 年４月に、申立人が申立期間②中の 55 年 11 月頃に転居したとする区

で払い出されていることから、当該期間の保険料は遡って納付することとなるが、

申立人は１年以上の期間の保険料を遡って納付した記憶が定かでなく、申立人に別

の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。また、

申立人が申立期間②後の 57 年９月に厚生年金保険に加入して同年同月に国民年金

の資格を喪失したことにより、既に納付していた同年同月以降の保険料が同年 12

月８日付けの決議で申立期間①直後の 55年７月から申立期間②直前の同年 10月ま

での未納期間の保険料に充当され、残額が還付されていることが申立人の「還付整



                      

  

理簿」及び「還付・充当、一時金等リスト」で確認でき、当該期間は充当されるま

で未納であったなど、申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

申立期間③については、申立人は当該期間を含む昭和 63 年２月及び同年３月の

保険料を納付しているものの、時効後納付を理由に平成２年５月 31 日付けの決議

により、当該期間の保険料が同年３月の保険料に充当されるとともに、残額が還付

されていることがオンライン記録で確認でき、この記録には還付請求者の氏名及び

住所、還付金額、口座番号、支払通知書作成年月日が記載されており、その記載内

容に不合理な点は見られない。 

申立期間④については、申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録欄には当該

期間の記載は無く、当該期間の国民年金被保険者期間の記録が平成５年６月 14 日

に追加されていることがオンライン記録で確認でき、この記録追加時点では当該期

間は時効により保険料を納付することができない期間であったなど、申立人が当該

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13149 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37年３月から 38年４月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年３月から38年４月まで 

私は、昭和 37 年頃に新聞記事で国民年金に任意加入できることを知り、国民

年金の加入手続を行い、38 年に転居するまで国民年金保険料を納付していた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は申立期間の保険料を郵便局で納付していたと説明

しているが、申立人が申立期間当時に居住していた市では、当時の保険料は納付組

織による印紙検認方式で収納していたと説明しており、当時の保険料の納付方法と

相違している。 

 また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の昭和 42 年９月２日に任

意加入したことにより払い出されており、申立人が所持する年金手帳には、資格取

得日の欄に上記払出日が、また、被保険者の種別の欄には「任」と記載されており、

申立期間は国民年金の任意加入期間の未加入期間で、制度上、保険料を納付するこ

とができない期間である。 

 さらに、申立人は、上記手帳記号番号が記載された２冊の年金手帳を所持してい

るものの、申立期間当時に年金手帳を受け取った記憶は無いと説明しており、申立

期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらず、申立人は申立期間の保険料を遡って納付した記憶も無いなど、申立

人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13150 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年２月から 50年６月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年２月から50年６月まで 

  私の父は、私の国民年金の加入手続を行ってくれ、国民年金保険料は私が区出

張所で納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は申立期間当時に国民年金の加入手続に関与してお

らず、申立人の国民年金の加入手続を行ったとする申立人の父親から当時の手続状

況等を聴取することが困難であるため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 50 年６月に払い出されており、

当該払出時点では申立期間のうち、47 年２月から 48 年３月までの期間は第２回特

例納付で、同年４月から 50 年３月までの期間は過年度納付で、同年４月から同年

６月までの期間は現年度納付でそれぞれ保険料を納付することが可能であったもの

の、申立人は、申立期間の保険料の納付方法、納付額及び保険料を遡って納付した

かどうかに関する記憶は曖昧であるほか、申立人は、上記の手帳記号番号が記載さ

れた年金手帳以外の年金手帳を所持していたか分からないと説明しており、申立期

間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

見当たらないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13152 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成８年２月から同年９月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年２月から同年９月まで 

   私は、平成９年初め頃に国民年金の加入手続を行い、区役所本庁舎の窓口で国

民年金保険料を一括納付したはずである。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は平成９年初め頃に区役所本庁舎の窓口で申立期間

の保険料を一括で納付したと主張しており、申立人の基礎年金番号が付番された９

年２月時点では申立期間の保険料は過年度納付及び現年度納付することが可能であ

ったものの、過年度納付となる８年２月及び同年３月分の保険料は区役所本庁舎窓

口では納付することができないほか、10 年９月に過年度納付書が作成されている

ことがオンライン記録で確認でき、申立期間直後の期間が第３号被保険者の期間で

あることから、当該納付書は、その作成時点からみて、申立期間のうち８年８月及

び同年９月の保険料に係るものであったものと考えられるなど、申立人が申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案13153 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58年２月から 62年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年２月から62年３月まで 

  私は、学生時代は国民年金保険料を納付していなかったが、婚姻後、母に勧め

られて国民年金の加入手続を行い、学生時代を含めた未納であった保険料を一括

で納付した。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納

得できない。 

  

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付額に関する記憶が曖昧であるほか、

申立人の国民年金手帳の記号番号は婚姻後の平成２年４月頃に払い出されており、

この払出時点では申立期間は時効により保険料を納付することができない期間であ

るほか、申立期間は学生時の任意加入適用期間の未加入期間であり、制度上、遡っ

て保険料を納付することができないなど、申立人が申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13154 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月から41年３月まで 

私の父は、区役所で私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し

てくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付

に関与しておらず、保険料を納付していたとする父親から当時の納付状況等を聴取

することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の昭和 46年 10月頃に払い

出されており、申立人が所持する領収証書では 41年４月から 44年９月までの期間

の保険料を第１回特例納付により 47年１月 31日に納付していることが確認でき、

申立人が居住していた区を含む市区町村を広域的に管轄する行政庁の資料には、第

１回特例納付の保険料の納付対象者である 11 年４月１日以前に生まれた者の受給

権確保を図るため、納付書による納付督励、文書による納付奨励、広報による周知

を講じていたことが記載されており、申立人は７年生まれであり、かつ、当該特例

納付をしなければ 60 歳に達するまでの保険料を納付したとしても受給資格が得ら

れない状況であったため、これらの対象者であったものと考えられる。 

さらに、申立人と手帳記号番号が近接する被保険者で第１回特例納付を行ってい

る被保険者 40 人を抽出し、その保険料の納付状況を確認した結果、14 人は受給資

格期間を超えてそれまでの未納期間を全て納付している一方、26 人は受給資格期

間を満たすために必要となる月数に加えおおむね 10 か月未満を特例納付している

こと、申立人と年齢が近接する被保険者の状況をみると受給資格期間を満たすため

に必要となる月数に加え数か月程度を超過して特例納付している者が大半であるこ



                      

  

と、申立人の父親も同様に申立人の受給資格期間を満たすために必要な特例納付を

行ったと考えられ、実際の納付月数は 310か月となっていることなど、申立人の父

親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13155 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年５月から５年１月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年５月から５年１月まで 

 私は、長女が生まれる少し前の平成元年５月頃に区役所で国民年金の加入手続

を行い、国民年金保険料は送られてきた納付書を用いて金融機関で納付してい

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人が納付していたと説明する保険料額は、申立期間当

初の額と大きく相違するほか、申立人は、平成元年５月頃に区で国民年金の加入手

続を行ったと説明しているが、当時、申立人は別の区に居住していたことが外国人

登録記録で確認できる。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の平成７年２月頃に払い出

されており、この払出時点では、申立期間は１か月を除き時効により保険料を納付

することができない期間であり、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申立人が申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない 



                      

  

東京国民年金 事案13156 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51年 11月から 52年 10月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年11月から52年10月まで 

  私は、昭和 51 年＊月に長男を出産し忙しかったので国民年金の加入手続が遅

れたが、52 年 11 月頃に区役所の出張所で国民年金の加入手続を行い、国民年金

保険料は出張所窓口で一括して納付したはずである。申立期間が国民年金に未加

入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人が納付したと説明する金額は、申立期間の保険料額

と大きく相違する。 

また、申立人は申立期間直後の昭和 52 年 11 月 29 日に国民年金に任意加入して

いることが申立人が所持する年金手帳で確認でき、申立期間は国民年金の任意加入

前の未加入期間となるため、制度上、遡って保険料を納付することができない期間

であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案13157 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年４月から 48年８月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年４月から48年８月まで 

  私の母は、私が大学院を卒業した後に、私の国民年金の加入手続を行い、婚姻

するまでの国民年金保険料を納付してくれていた。母は、町会による保険料の集

金を担当していたため、私の保険料を納付していないとは考えられない。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付

に関与しておらず、申立人の加入手続及び保険料の納付をしていたとする母親から

当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は婚姻後の昭和 51 年９月に任意加入し

たことにより払い出されており、申立期間は平成３年 10月31日に被保険者資格の

取得及び喪失の記録が追加されたことにより国民年金の未加入期間から未納期間に

整備されたものであることがオンライン記録で確認でき、当該記録整備時点まで申

立期間は未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間である

ほか、この記録整備時点では申立期間は時効により保険料を納付することができな

い期間である。 

さらに、申立人は母親から国民年金手帳を受け取った記憶が無く、申立期間当時

に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当た

らないなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23143 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成８年９月15日から９年６月30日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間に同社に勤務していたことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、Ａ社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社は、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除について、当時の

資料は既に無く、Ａ社における申立人の在籍の事実を確認することができないため不明

と回答している。 

また、申立人がＡ社において申立期間に同じ業務で勤務したとする同僚３人のうち二

人は、同社に係るオンライン記録に氏名が見当たらないことから、同社においては従業

員全員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

さらに、上記同僚３人の雇用保険の加入記録を調査したところ、いずれの者にも申立

期間の加入記録は確認できない。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は、申立期間以前から国民年金の第３号被

保険者となっているとともに、夫が加入する政府管掌健康保険の被扶養者となっている

ことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23144（事案12338、17267及び20396の再々々申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年２月14日から同年４月７日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨を第三者委員会に対して

再度申し立てたが、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが確認できないことから、記録を訂正できないとの通知を受けた。 

しかし、元厚生労働大臣は勤務していただけで年金を認める旨の発言をしていたの

で、私が日記や手紙を提出した時点で年金記録は訂正されるはずである。また、Ａ社

に就職した際に公共職業安定所から再就職をしたことによる一時金（8,400 円）を受

給しているので、申立期間に同社に勤務していたのは確かであり、同社の給与は前の

会社とほぼ同じであり、保険料控除も同じであったはずなので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人から提出のあった日記から、期間は特定で

きないものの、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことは推認できるが、同社の事

業主及び工場長は既に死亡しており、厚生年金保険料の控除が確認できない等の理由か

ら、既に当委員会の決定に基づき平成 22年 10月６日付けで年金記録の訂正は必要でな

いとする通知が行われている。 

その後、申立人は、申立期間当時、Ａ社の社宅に住んでいたことが分かる手紙の封筒

を保有しており、また、Ｂ社から一緒にＡ社に転職した同僚及び申立期間当時に世話に

なった者を思い出したので、再度調査して申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしいと再申立てを行ったが、提出した手紙の封筒からは、申立人の保険料控

除について確認することはできないこと、また、申立人がＢ社から一緒に転勤したと記

憶していた同僚の名字と同一の名字の従業員２名は、「自分はＡ社には勤務していな

い。」旨回答していること、さらに、申立期間当時、申立人が世話になったとする者は、



  

「申立人とは、Ｂ社で知り合ったが、Ａ社については全く知らない。」と供述している

こと等の理由から、既に当委員会の決定に基づき平成 23年５月 11日付けで年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、「勤務していたことは事実であり、判断に納得できない。元

厚生労働大臣は、働いていれば厚生年金保険の記録訂正を認める旨を述べているが、第

三者委員会は、厚生労働大臣の言うことを聞かずに審議しているので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。」と主張しているが、当委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、既に当委員会の決定に基づき平

成23年９月28日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の申立てに当たり、申立人は、「勤務していたことは事実であり、判断に納得で

きない。元厚生労働大臣は勤務していただけで年金を認める旨の発言をしていたので、

私が日記や手紙を提出した時点で年金記録は訂正されるはずである。また、Ａ社に就職

した際に公共職業安定所から再就職をしたことによる一時金（8,400 円）を受給してい

るので、申立期間において同社に勤務していたことは確かであり、同社の給与は、前の

会社とほぼ同じであり、保険料控除も同じであったはずなので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。」と主張している。 

これについて、当委員会は、申立人に対して年金記録確認第三者委員会の判断基準を

説明したが、申立人は、「元厚生労働大臣が勤務していただけで年金を認めると言っ

た。」旨を主張するのみであり、申立期間における申立人に係る保険料控除を確認又は

推認できる新たな資料及び情報は得られない。 

また、申立人は、「Ａ社に就職した際に公共職業安定所からもらった 8,400円は、失

業給付ではなく、就職したことによる一時金であった。」旨主張しているが、Ｂ社を管

轄する公共職業安定所の適用課担当者は、「申立期間の申立人に係る失業手当及び再就

職手当金等の受給記録は確認できず、他の公共職業安定所に照会しても申立人の給付記

録は確認できない。」と供述しており、当該受取金が一時金であったか確認できないが、

仮にそうであったとしても、このことは、申立人がＡ社で厚生年金保険料を控除されて

いたとする資料及び情報とはならない。 

さらに、申立人は、「Ａ社では前の会社であるＢ社とほぼ同じくらいの給与をもらっ

ていたから、Ａ社での保険料控除額もＢ社と同じくらいであった。」旨主張しているが、

その一方で、申立人は、「Ａ社とＢ社は関係会社ではなく、業種も異なり、仕事内容も

異なっていた。」と供述しており、両社は別会社であることから、申立人のＡ社におけ

る報酬月額及び保険料控除額がＢ社におけるそれとほぼ同じであったとする根拠とはな

らず、当該主張は認められない。 

これらのことから、申立期間における申立人に係る厚生年金保険料控除を確認又は推

認できる新たな関連資料や周辺事情は得られず、当委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



  

東京厚生年金 事案23145 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年７月10日から51年10月１日まで 

Ａ社（後に、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無いことが分かった。同社は、社会保険事務所（当時）に事後訂正の届出を行ったが、

申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録によれば、申立人のＡ社における資格取得日は昭和51年２月16日とさ

れていることから、申立期間の一部について、申立人が同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、同社の事業主及

び役員は、いずれも死亡又は連絡先が不明であることから、申立人の申立期間に係る勤務実態

及び給与からの保険料控除について確認することができない。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿において、申立期間の被保険者記録が、年金の給付

に反映されている同僚７人及び従業員３人のうち、連絡先の判明した者に、申立人の入社日を

照会したが、回答のあった同僚３人は、いずれも不明であるとしている。 

さらに、上記事業所別被保険者名簿において、申立期間の被保険者記録が、申立人と同様に、

年金の給付に反映されていない同僚７人及び従業員７人に、申立期間に係る保険料控除を確認

できる給与明細書の有無について照会したが、回答のあった同僚二人及び従業員３人は、いず

れも保有していないとしている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認できる関

連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23146 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年10月１日から８年７月１日まで 

Ａ社（後に、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間は、Ｃ職として勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に、Ａ社において厚生年金保険の加入記録が確認できる従業員の供述により、

期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、当時の

事業主の連絡先が不明のため、事業主から申立人の申立期間における勤務及び保険料控

除について確認することができない。 

また、申立人は、同僚二人を記憶しているところ、当該同僚の連絡先が不明であるた

め、オンライン記録により、申立期間にＡ社において厚生年金保険の被保険者記録が確

認できる従業員のうち、連絡先の判明した 32 人に、申立人の申立期間に係る勤務及び

同社における厚生年金保険の取扱いについて照会したが、回答のあった 10 人はいずれ

も申立人について記憶が無く、同社における厚生年金保険の取扱いについても記憶が無

いとしている。 

さらに、申立人が姓を記憶している同僚二人は、Ａ社に係るオンライン記録において、

厚生年金保険の被保険者記録が確認できない上、申立人は、同社に入社した当時の従業

員は 30人程度であったとしているが、申立人が入社したとする平成７年 10月１日時点

の同社における厚生年金保険の被保険者数は 10 人であることから、同社では従業員全

員を厚生年金保険に加入させていたわけではないものと認められる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料は無く、周辺事情も見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23147 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年10月１日から４年10月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬月額

よりも低い額で記録されているので、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当初 28 万円

と記録されていたところ、平成４年９月14日付けで遡って３年10月の定時決定の記録が取り

消され、24万円に減額訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、申立期間当時に、Ａ社の社会保険担当者であったとする者は、申立期間当時

には保険料の滞納は無かったとしている。 

また、オンライン記録によれば、上記の処理が行われた当時にＡ社の被保険者であった者で、

標準報酬月額の減額訂正処理が行われている者は、申立人のみであることが確認できる。 

さらに、Ａ社は、平成７年１月 26 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事業

主の連絡先は不明である上、申立人も給与明細書等の給与支給額を確認できる資料を保有して

いないとしていることから、申立期間について、申立人の主張どおりの標準報酬月額に相当す

る給与が事業主により支払われていたことは確認できない。 

これらのことから、当該遡及訂正処理が、社会保険事務所（当時）による不合理な処理であ

ったとまでは言えない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について、これを

確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申立期間

について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23148 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和20年７月１日から21年６月10日まで 

Ａ社（後に、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無い。申立期間当時、Ｃ社（現在は、Ｄ社）からＡ社に出向しており、申立期間も同

社に継続して勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、昭和 27年 10月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期

間当時の資料を確認できないことから、申立人の同社における申立期間の勤務及び厚生

年金保険料の給与からの控除については、確認することができない。 

また、申立人が申立期間当時、Ｃ社からＡ社へ一緒に出向したと供述している同僚

21 人については、同社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿では、全員が同社

において昭和 21年６月 10日に厚生年金保険の資格を取得しており、申立人と一緒に同

社に出向した者は、いずれも申立人と同日に同社で資格取得していることが確認できる。 

さらに、Ａ社における厚生年金保険の資格取得日が申立人の同社における資格取得日

以前であることが確認できる従業員７人は、既に死亡又は連絡先が不明であり、これら

の者の同社における申立期間に係る勤務及び厚生年金保険の取扱いについて確認できな

い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23149 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和48年２月１日から同年９月30日まで 

           ② 昭和51年８月１日から同年12月31日まで 

           ③ 昭和52年１月８日から53年４月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）にＣ職として勤務した申立期間①、Ｄ社（現在は、Ｅ社）に

Ｆ職として勤務した申立期間②及びＧ社に作業員として勤務した申立期間③の厚生年

金保険の加入記録が無い。申立期間①から③までにそれぞれの事業所に勤務していた

ことは確かなので、申立期間①から③までを厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、Ｂ社では、申立期間①当時の資料を保管しておらず、申立人の申立

期間①に係る勤務及び厚生年金保険料の給与からの控除については、不明であるとし

ている。 

また、Ｂ社は、申立期間①当時、Ｃ職については、営業成績が一定以上の者を厚生

年金保険に加入させており、Ｃ職の全員は厚生年金保険に加入させていなかったとし

ている。 

さらに、申立人は、自身をＡ社に勧誘したとするＣ職の同僚の姓を記憶していると

ころ、オンライン記録では当該同僚の加入記録を確認できないことから、Ｃ職の全員

を厚生年金保険に加入させていなかったことが確認できる上、この者から、申立人の

申立期間に係る勤務及び厚生年金保険の取扱いについての供述を得ることができない。 

加えて、Ｈ健康保険組合では、申立期間①当時の資料は保存年限経過のため保管し

ていないことから、申立人の申立期間①に係る加入記録は確認できないとしている。 

また、Ａ社の事業所別被保険者名簿には、申立期間①当時の整理番号に欠番は見当

たらない。 

このほか、申立人の申立期間①における勤務及び厚生年金保険料の控除について確



  

認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｄ社に勤務していたと申し立てている。 

  しかしながら、Ｄ社の申立期間②当時の事業主は、既に死亡している上、同社の事

業を引き継いだＥ社は、申立期間②当時のＤ社の資料を保管しておらず、申立人の申

立期間②に係る勤務及び厚生年金保険料の給与からの控除については、不明であると

している。 

また、申立人は、Ｄ社における同僚の名前を記憶していないとしていることから、

同社において申立期間②に厚生年金保険の加入記録が確認できる従業員 21 人に、申

立人の申立期間②に係る勤務について照会したが、回答のあった９人全員が申立人を

知らないとしている。 

さらに、Ｄ社に係る事業所別被保険者名簿には、申立期間②当時の整理番号に欠番

は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間②における勤務及び厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

３ 申立期間③について、申立人は、Ｇ社に勤務していたと申し立てている。 

  しかしながら、オンライン記録によると、Ｇ社は、昭和 51 年 11 月 30 日に厚生年

金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間③当時は適用事業所でなかったこと

が確認できる。 

また、Ｇ社の当時の事業主に申立人の申立期間③に係る勤務及び厚生年金保険料の

給与からの控除について照会したところ、当時の資料が無く、不明であるとしている。 

さらに、Ｇ社において厚生年金保険の加入記録の確認できる従業員 12 人に、申立

人の勤務について照会したが、回答のあった６人全員が申立人を知らないとしている。 

このほか、申立人の申立期間③における勤務及び厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

東京厚生年金 事案23151 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和30年６月１日から同年10月10日まで 

② 昭和30年11月26日から33年11月１日まで 

Ａ社Ｂ工場に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が

無い。同社同工場に勤務したことは間違いないので、各申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、Ａ社の元労務担当者は、同社は既に倒産し当時の事業主

も亡くなっていると供述していること、同社が加盟していた業界団体であるＣ法人の担

当者は、Ａ社は昭和 54 年頃に解散、事業主は既に死亡していると供述していることか

ら、申立人の同社における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することが

できない。 

また、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間①及び②

に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる従業員を抽出し、このうち所在が判明した

32 人に申立人に係る勤務及び保険料控除について照会したところ、15 人から回答があ

り、申立人に係る記憶の有無について回答している 12 人は、全員が申立人を知らない

と回答しており、申立人の勤務実態について確認できない。 

さらに、上記回答のあった 15 人のうち、保険料控除について確認できる資料の保存

の有無について回答している 10 人は、全員が保険料控除について確認できる資料を保

有していないと回答しており、申立人の申立期間①及び②における保険料控除について

確認できない。 

加えて、申立人は、５人の同僚の氏名と一人の同僚の姓のみを記憶しているところ、

３人についてはＡ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、被保険者

記録は確認できるものの、所在は不明であり、他の３人については、当該被保険者名簿



  

により被保険者記録を確認することができず、これらの者から申立人の勤務実態及び保

険料控除について確認できない。 

その上、Ａ社の元労務担当者は、「会社における社会保険は強制加入扱いとし、集団

就職の者は工場の敷地にあった寮に入寮した日を社会保険の加入日としていた。また、

手続関係の事務は、専門の人がいたので間違いは無いと思う。申立人について覚えは無

い。」と供述している。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）における申立人の厚生年金

保険の記録は、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における申立人の

被保険者記録と一致していることが確認できる。 

このほか、申立人の各申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金保

険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23152 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年５月13日から48年４月まで 

Ａ社Ｂ支社（現在は、Ｃ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間に同社同支社に勤務したことは確かである。銀行通帳及び申込手控を提出す

るので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社から提出された「氏名検索情報（氏名検索照会）」によると、申立人は、Ａ社に

おいて昭和 46 年４月１日に入社し、49 年７月に退社と記録されているところ、Ｃ社の

人事担当者は、「氏名検索情報（氏名検索照会）」の所管欄に記載されている数値から

みて、申立人はＢ支社勤務と思うと供述している。 

また、申立人は、Ａ社Ｂ支社で使用していたとする申立期間の一部に係る「申込手

控」を提出しており、これらのことから、申立人が申立期間において同社同支社に勤務

していたことが確認できる。 

しかしながら、Ｃ社は、当時の厚生年金保険料控除が分かる記録は残っておらず、申

立人に係る保険料の控除については分からないと回答している。 

また、Ｃ社は、申立期間当時の社会保険の加入条件について、「申立人の在籍期間中

の資格は不明であるが、営業職員は、保険契約募集実績等により格付される資格により

区分していた。明言はできないが、申立人の厚生年金保険の加入記録が無いということ

は、会社が決めた基準に満たないため加入手続がとられなかったと思う。」と回答して

いることから、Ａ社では、同じ正社員でも社会保険に加入させる者と加入させない者を

区別していたことがうかがえる。 

さらに、Ａ社Ｂ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に

係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できる者62人のうち、所在が判明した 35人に

照会し、16 人から回答があったところ、そのうち二人から同社同支社における申立期



  

間当時の厚生年金保険の加入資格について回答があり、このうち一人は、「営業職は成

績で加入資格が決まる。会社にいれば年金に加入するという時代ではない。」と回答し

ており、他の一人は、「私は強制的に加入させられていたが、本人の希望制もあったの

かよく分かりません。」と回答している。 

加えて、上記回答のあった 16 人のうち、保険料控除の確認できる資料保有の有無に

ついて回答している 14 人は全員が、「資料は保有していない。」と回答している。そ

の上、オンライン記録によると、申立人は、申立期間において国民年金の記録があるこ

とが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23156（事案10162の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年４月１日から55年４月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。前回、申立期間にはＢ

社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立て、第三者委員会から年金記録の

訂正は必要ではないとする通知を受けた。しかし、申立期間にＡ社に勤務していたこ

とは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人は、申立期間を含む昭和 53年２月 21日か

ら 57年６月 22日までの期間に、Ｂ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと主張し

ているところ、同社の複数の元従業員は、「申立人は請負契約で勤務していた。」と回

答していること、同社の代表取締役は、「請負契約で現場管理をしていた申立人は、厚

生年金保険の加入対象者ではなかったはずである。」旨述べていること、オンライン記

録により、上記期間の大部分において国民年金に加入していることが確認できることな

どから、既に当委員会の決定に基づき、平成 22年６月 23日付けで年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 

これに対して、申立人は、「申立期間には、Ｂ社ではなく、Ａ社に勤務していたので、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。」と申し立てており、申立人の具体的な

記憶及びＡ社の従業員の証言から判断すると、時期や期間は特定できないものの、申立

人が同社の業務に関わっていたことはうかがえる。 

しかし、Ａ社は、申立期間当時の事業主は死亡しており、資料も無いことから、申立

人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況等については不明である旨回答している。 

また、上記従業員は、「厚生年金保険には全員が加入ではなかったと思う。申立人の

業務形態について、会社とどういう契約だったかは分からない。」と述べている。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿において申立期間に加入記録が確認できる



  

従業員６人は、厚生年金保険の加入記録と雇用保険の加入記録はおおむね一致している

ことが確認できるが、申立人の同社での雇用保険の加入記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらのことから、申立人から提供された新たな情報については、当委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情に当たらず、このほか当委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 



  

東京厚生年金 事案23157 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和34年４月１日から37年11月１日まで 

           ② 昭和38年４月21日から41年４月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①及びＢ事業所に勤務した申立期間②の厚生年金保険の加

入記録が無い。申立期間に勤務したことは確かなので、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が記憶していた複数の同僚の証言により、期間は特定

できないものの、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社は昭和 39 年８月

１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①は適用事業所となってい

ないことが確認できる。 

また、Ａ社は既に解散しており、申立期間①当時の事業主、社長及び経理担当者で

あったその妻は死亡していることから、これらの者から、申立人の勤務実態及び厚生

年金保険料控除について確認できない。 

さらに、上記被保険者名簿により、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和

39 年８月１日に被保険者資格を取得していることが確認できる複数の従業員は、申

立期間①の一部に国民年金を納付しており、そのうちの一人は、「入社した昭和 34

年夏頃は、厚生年金保険には加入していなかったと思う。」旨述べている。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｃ社の孫請けであるＢ事業所で勤務していたと申

し立てている。 

しかし、Ｂ事業所はオンライン記録及び適用事業所検索システムによると、厚生年

金保険の適用事業所となった記録が確認できない。 

また、Ｂ事業所という名称のため、当該事業所は、法人ではなかったと考えられる



  

ところ、事業所所在地も不明であり、商業登記簿の確認はできない。 

さらに、申立人は、Ｂ事業所における事業主及び同僚について、その姓のみを記憶

しているため、これらの者から、申立人の勤務実態や厚生年金保険の加入の取扱いに

ついて確認することができない。 

なお、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿を確認したが、申立人の氏名は見当たらな

かった。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23160 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年５月１日から49年８月まで 

  Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社の社員として、申

立期間に勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、Ａ社に勤務していた従業員の供述から、期間は特定できないものの、

申立人が同社で勤務していたことはうかがえる。 

しかし、Ａ社は、平成５年 10 月に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、同

社の元事業主は、当時の資料は残っておらず、申立人に係る記憶も無い旨供述している

ことから、申立人の勤務実態及び給与からの厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

また、申立人の記憶する上司は既に死亡しており、Ａ社における申立人の勤務実態及

び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

Ａ社の事業所別被保険者名簿から、申立期間に厚生年金保険の被保険者であったこと

が確認でき、かつ、連絡先が判明した６人の従業員に照会したところ、５人から回答が

あったものの、上記従業員以外に申立人を記憶している者はおらず、また、回答のあっ

た者のうち社会保険事務を担当していた従業員は、申立人が同社に在籍していた記憶は

無いが、厚生年金保険に未加入であれば、保険料控除もしていない旨供述している。 

さらに、申立人が申立期間当時に居住していた地域を管轄する市役所の記録により、

申立人は、昭和 44年７月 13日から平成４年４月９日まで国民健康保険に加入していた

ことが確認できる上、オンライン記録から、昭和 44 年７月から平成７年８月まで国民

年金保険料を納付していたことが確認できる。 

加えて、上記被保険者名簿において、申立人の氏名を確認することができず、健康保



  

険証整理番号にも欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23161 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和51年４月から同年６月まで 

            ② 昭和55年４月から56年８月まで 

            ③ 平成３年９月から４年９月まで 

Ａ社が経営する店舗Ｂでウエイターとして勤務した申立期間①、Ｃ社又はＤ社で運

転手として勤務していた申立期間②及びＥ社で販売職員として勤務していた申立期間

③における厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間①、②及び③のいずれについて

も、同僚等の名前は覚えていないが、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社が経営するＦ市の店舗Ｂでウエイターとして

勤務していたと主張しているところ、当該期間に係る雇用保険の記録から、加入事業

所名は不明であるものの、その事業所番号から申立人が昭和 51年２月 21日から同年

６月20日までＦ市内で勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ａ社はＦ市

では厚生年金保険の適用事業所として確認することができない一方で、オンライン記

録から、Ｇ県のＨ区において同社と同名の適用事業所が確認できるところ、同社の旧

社名と同名のＩ社がＦ市に厚生年金保険の適用事業所として存在していたことが確認

できる。これらのことを申立人に伝えたところ、申立人は、自身が採用されたのはＦ

市のＩ社であった旨供述を変更しているが、オンライン記録から、同社が厚生年金保

険の適用事業所となったのは、平成元年５月１日であり、申立期間①は適用事業所で

ないことが確認できる。 

また、申立人は当時の上司及び同僚を記憶していない上、既に適用事業所ではなく

なっているＩ社の元事業主に照会を行ったものの、回答が得られず、同社での申立人



  

の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

さらに、申立人は、Ｉ社とＡ社は関連会社であった旨供述していることから、Ａ社

の元事業主に照会したところ、申立人は同社には勤務していない旨回答があった。 

加えて、Ａ社の事業所別被保険者名簿により、当該期間に近接した時期に厚生年金

保険の被保険者資格を取得している従業員 11 人に照会したところ、４人から回答が

あったものの、いずれの者も申立人を記憶しておらず、当該期間当時の勤務実態につ

いて確認することができない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｃ社又はＤ社で運転手として勤務していたと主張

している。 

しかしながら、Ｃ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時

の事業主に照会したものの、「今から 30 年も前のことであり、私の記憶に無い。ま

た、当時の従業員は一人も現存しておらず、事業もほとんど停止しており、自身も高

齢になり、現在は事業に携わっていない。」と回答しており、申立人の勤務実態及び

厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、Ｄ社の当時の事業主は既に死亡していることから、同社の継承会社であるＪ

社に申立人の勤務実態について確認したところ、当時の資料が無く不明である旨回答

しており、申立人の勤務実態について確認することができない。 

さらに、Ｃ社及びＤ社に係る厚生年金保険被保険者原票から、当該期間に近接した

時期に厚生年金保険の被保険者資格を取得している従業員５人に照会したが、回答が

得られず、当該期間当時の勤務実態について確認することができない。 

３ 申立期間③について、申立人は、Ｅ社で販売職員として勤務していたと主張してい

るところ、同社は、当時の勤務記録に係る資料は既に無く、申立人の勤務実態につい

ては不明であるとしているが、当時を知る同社の従業員の記憶から、期間は特定でき

ないものの、申立人が同社で販売職員として勤務していたことはうかがえる。 

一方、Ｅ社は、同社の販売職員という勤務形態は今でも存続しているが、当該職員

は外交員報酬扱いとしているので、同社において社会保険には加入させておらず、当

該期間当時の扱いも同様であったと想定される旨供述している。 

また、オンライン記録から、当該期間と近接した時期にＥ社において厚生年金保険

の被保険者資格を取得している従業員３人に照会したところ、二人から回答があった

ものの、いずれの者も申立人を記憶しておらず、申立人の当該期間当時の勤務実態に

ついて確認することができない。 

４ このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23164（事案1198の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和46年２月20日から48年７月３日まで 

           ② 昭和49年１月26日から同年12月25日まで 

  Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三者委員会に申し

立てたところ、同委員会から、申立期間に係る勤務の実態や保険料控除を確認でき

る資料等が得られないなどの理由により、記録訂正を行うことができないと通知が

あった。 

  しかし、その後ハローワークＢで相談したところ、申立期間②の一部である昭和

49年８月 21日から同年 12月 20日までの期間に係る雇用保険の加入記録が確認でき

た。この記録からも明らかなように、申立期間①及び②については、Ａ社に勤務し

ていたことは間違いないので、再度調査をして、申立期間①及び②を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②を含む昭和 46年２月 20日から 49年 12月 25日までの期間に係る

前回の申立てについては、ⅰ）申立人に係る人事記録等の関連資料がＡ社に残っておら

ず、事業主及び同僚からも申立人の勤務実態や厚生年金保険料の控除に関する供述を得

ることができないこと、ⅱ）Ａ社では、厚生年金保険への加入を望まない乗務員には、

被保険者の資格取得手続を行わない場合もあり、また、健康保険のみに加入させていた

乗務員もいた旨の証言をしている上、同僚の一人も、当時は厚生年金保険に加入してい

ない乗務員がいたと思う旨の証言をしていること、ⅲ）申立人に係る雇用保険及び健康

保険組合の加入記録は確認できないことなどを理由として、既に当委員会の決定に基づ

き、年金記録の訂正は必要でないとする平成 21 年１月８日付けの通知が行われている。 

今回、申立人は、新たに、ハローワークＢにおいて、申立期間②の一部である昭和

49年８月 21日から同年 12月 20日までの期間について、Ａ社における雇用保険の加入



  

記録が確認できたことを理由として、申立期間①及び②にＡ社に勤務していたことは間

違いないので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしいと申し立てている。 

そこで、申立人の申立期間①及び②における雇用保険の加入記録を改めて調査したと

ころ、申立期間②のうちの昭和 49年８月 21日から同年 12月 20日までの期間に加え、

申立期間①のうちの 46年９月 23日から 48年４月 18日までの期間においても、申立人

がＡ社において雇用保険に加入していることが確認できたことから、当該確認ができた

期間については、申立人が同社に勤務していたと認められる。 

なお、前回の申立ての際に申立人の当該雇用保険の加入記録を発見できなかったこと

について、公共職業安定所では、当委員会からの申立人の雇用保険の記録照会において

は、申立人の姓を「Ｃ」として照会を受けたが、申立人の当該雇用保険の加入記録にお

ける姓は「Ｄ」となっているために、これを索出できなかったものであるとしている。 

しかしながら、前回の通知文書にも記載のとおり、Ａ社では、厚生年金保険への加入

を望まない乗務員には、被保険者の資格取得手続を行わない場合もあり、また、健康保

険のみに加入させていた乗務員もいたとしている上、今回改めて、申立期間当時に同社

において厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる従業員 42 名に厚生年金保

険の加入状況等を照会したところ、複数の従業員が、「厚生年金保険の被保険者ではな

かった従業員が半分ぐらいいたと思う。」、「当時、厚生年金保険に加入していなかっ

た同僚がいる。」などと回答していることから、当時、同社では、全ての従業員を厚生

年金保険に加入させていなかったことが改めて確認できた。 

また、厚生年金保険と一緒に加入しているはずの厚生年金基金への申立人の加入状況

をみると、申立期間当時、Ａ社が加入していたＥ厚生年金基金では、「当時の加入記録

を保管しているが、申立人については、同社に係る加入記録は無い。」としており、申

立人は加入していない。 

このほか、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな資料及び事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23165 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和32年12月23日から34年８月10日まで 

            ② 昭和36年10月 27日から38年５月21日まで 

年金事務所で厚生年金保険の加入状況を調べたところ、Ａ社とＢ所での加入期間が

脱退手当金支給済み期間となっている。しかし、私には脱退手当金を受給した記憶は

無いので、脱退手当金を受給していないことを認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人については、オンライン記録において、申立期間②に勤務したＢ所を退職後の

昭和 38年７月 15日に、申立期間①及び②を対象期間として脱退手当金が支給決定され

ていることが確認できるところ、同所に係る厚生年金保険被保険者原票においては、当

該支給決定日の約３週間前の同年６月 20 日に、申立期間①に係る厚生年金保険被保険

者記号番号に申立期間②に係る厚生年金保険被保険者記号番号を統合する手続がとられ

ていることが確認できる。 

一方、申立人は、申立期間②のＢ所における被保険者期間 19 か月のみでは、24 か月

以上の厚生年金保険被保険者期間を有することという脱退手当金の受給要件を満たさず、

申立期間①のＡ社における被保険者期間 20 か月を加えることにより脱退手当金の受給

要件を満たすこととなる。 

このため、申立人に対する脱退手当金については、Ｂ所退職後に同所の被保険者期間

とＡ社の被保険者期間とを合わせて、脱退手当金の請求を行ったことにより、当該記号

番号の統合が行われたものと考えられる。 

また、申立期間①及び②に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立人

の申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後に支給決定されて

いるなど、当該脱退手当金の支給に係る事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、脱退手当金については、受給した記憶が無いという

ほかに、受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 



  

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23166（事案22351の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年10月１日から51年５月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間については、勤務していた

にもかかわらず、厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三者委員会に申し立てたとこ

ろ、同委員会から、記録の訂正を行うことはできないとの通知があった。 

しかし、申立期間も、Ａ社に継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から控除され

ていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る前回の申立てについては、ⅰ）申立人の雇用保険及び健康保険の資格

喪失日が厚生年金保険の資格喪失日と一致していること、ⅱ）現在の事業主及び当時の

同僚から勤務していたことが確認できないことなどを理由として、既に当委員会の決定

に基づき、年金記録の訂正は必要でないとする平成 24年１月 12日付けの通知が行われ

ている。 

今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとし、新たな資料は無いものの、申

立期間当時の事業主の息子で、同僚として一緒に勤務していた者に聞いてもらえば分か

るので確認してほしいと再度申し立てているが、同人は、当委員会の照会に対して、申

立人が申立期間においても勤務していたかどうかは覚えていないと回答している上、申

立人に係る資料等も無いとしている。 

このほか、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23167 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨   

申 立 期 間 ： ① 昭和37年４月から39年頃まで 

② 昭和40年４月から45年９月まで 

高校卒業後に入社し、申立期間①の前に勤務したＡ社は、厚生年金保険に加入して

いなかったが、申立期間①に勤務したＢ社と申立期間②に勤務したＣ社又はＤ事業所

とにおいては、厚生年金保険に加入していたので、被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が申立期間①において勤務していたとするＢ社は、オンライン記録及び同社

の元経理担当者等の証言から、厚生年金保険の適用事業所となったのが、平成９年

12 月１日であり、同社は、それ以前の申立期間①において、適用事業所となってい

ない。 

   また、Ｂ社の元事業主の親族は、当該期間当時の人事関係資料は残っていないとし

ている上、同社に設立当初から勤務し、当該期間を含め継続勤務していた前述の元経

理担当者は申立人を覚えていないことから、申立人の申立期間①における勤務及び厚

生年金保険料控除について確認することができない。 

２ 申立人が申立期間②において勤務していたとするＣ社又はＤ事業所は、オンライン

記録によれば、いずれも厚生年金保険の適用事業所となっていない。 

また、Ｃ社に係る商業登記簿に記載された事業主等の連絡先は不明であり、また、

Ｄ事業所は商業登記簿も確認できないため、事業主等の連絡先を確認できないことか

ら、これらの者から、Ｃ社及びＤ事業所における申立人の勤務を確認することができ

ない。 

さらに、申立人は、同僚を一人覚えているとしているが、正しい氏名を記憶してお

らず、連絡先も不明であることから、その者からも申立期間②に係る申立人の勤務を

確認することができない。 



  

３ このほか、申立人の申立期間①及び②における勤務及び厚生年金保険料の控除につ

いて、確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

東京厚生年金 事案23173 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年４月から11年12月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間中、同社に

は継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社の代表者の供述から判断すると、申立人が申立期間にお

いて同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、オンライン記録及び適用事業所検索システムでは、Ａ社は、厚生年金

保険の適用事業所となったことが確認できない。 

また、Ａ社の代表者は、「当社は、申立期間当時から雇用保険には加入しているが、

厚生年金保険及び健康保険には加入していない。」旨供述している。 

さらに、Ａ社の元同僚は、「会社の給与から厚生年金保険料を控除されたことは無か

った。」旨供述しており、同人から提出のあった平成６年４月及び 11 年４月の同社の

給与明細書から、厚生年金保険料の控除は確認できない上、オンライン記録から、同人

は、昭和 53年７月から平成 13年９月までの期間の国民年金保険料を納付していること

が確認できる。 

なお、申立人から提出のあった平成８年分及び９年分の給与所得の源泉徴収票におけ

る社会保険料等の金額は、当時の厚生年金保険料相当額と比較して著しく低額であるこ

とから判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として保険料控除されていたことは

うかがえない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案23174 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和41年10月１日から42年12月１日まで 

           ② 昭和42年12月１日から43年７月１日まで 

Ａ社Ｂ支店（Ｃ社に社名変更を経て、現在は、Ｄ社）及びＣ社（現在は、Ｄ社）

に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の標準報酬月額が実際に

給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。Ａ社では、

前任地の同社Ｅ支店から経理担当として継続して勤務していたが、同社Ｂ支店に異

動後、自らの標準報酬月額が引き下がる要因は思い当たらず、また、当時の同社は

経営状態も順調であったため、自身の標準報酬月額が減額されることは考えられな

いので、当該期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②の標準報酬月額が４万 8,000円であった旨主張している

ところ、オンライン記録によると、申立期間①については、昭和 41 年 10 月から 42 年

５月までは３万円、同年６月から同年９月までは３万 9,000円、同年 10月及び同年 11

月は４万 5,000円であることが確認でき、申立期間②については４万 5,000円の標準報

酬月額であることが確認できる。 

また、Ａ社Ｂ支店及びＣ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において確認で

きる申立人の申立期間①及び②の標準報酬月額は、オンライン記録と一致している上、

遡って標準報酬月額の訂正が行われた形跡は見られない。 

一方、当該期間の前後の期間において、Ａ社Ｅ支店から同社Ｂ支店に転勤した４人

（申立人を除く。）について、各々の異動する前後の期間の標準報酬月額に係る記録を

確認したところ、申立人と同様に標準報酬月額が減額されている者が３人おり、申立人

の標準報酬月額に係る記録のみが、必ずしも他の従業員と比較して低額であるという事

情は見当たらない。 



  

また、オンライン記録によると、Ａ社Ｂ支店において、申立人と同じ職種（経理担

当）であったとされる従業員の当該期間に係る標準報酬月額は、定時決定により減額さ

れていることが確認できる。 

さらに、Ｄ社の人事担当者は、「当時の賃金台帳を含む関係資料を保有していな

い。」旨供述しており、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除

について確認することができない。 

このほか、申立期間①及び②について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が当

該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 




